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　経済統計研究会（1985年に経済統計学会へ
と名称変更）は，「社会科学に基礎を置く統計
理論の研究」を目的として1953年に創立さ
れた。1955年6月に研究会の機関誌である『統
計学』が創刊され，それ以来その発行は年2
回を基本として続けられてきた。その間
1976年8月に創刊20周年記念号（第30号），
1986年8月に創刊30周年記念号（第49・50合
併号），1996年 3月に創刊40周年記念号（第
69・70合併号）を発行し，それぞれの期間に
おける学会の研究経過を振り返り，会員の研
究成果と統計学各分野の動向をサーベイして
きた。今回の記念号は，創刊50周年という
大きな節目に当るとともに21世紀最初の記
念号であるということで，この10年間の会
内外の業績を踏まえ，次の半世紀を展望する
という視点から，今日の激動する世界と日本
の社会経済状況が社会科学としての統計学に
問いかけている諸課題を明らかにし，それに
答えようという大志をもって取り組んだ。
　経済統計学会は全国研究大会を1957年以
来毎年開催しているだけでなく，月例研究会
を関東，関西，北海道，九州などで，並行し
て50年以上に亘って続けている稀有な学会
である。1つ1つの報告に充分な時間を使い
じっくり討論する月例研究会は経済統計学会
の特徴のある研究を形成する重要な場であり
続けている。また最近21世紀に入ってから
はミクロ統計部会，労働統計部会，日中統計
部会，ジェンダー統計部会，健康・生活統計
部会，政府統計部会などの研究部会を設けそ
れぞれの分野の統計の研究を深めようとして
いる。我々はこれらの現時点までの成果を出
来うるかぎりこの記念号に盛り込もうと努力
した。
　50年という期間は相当に長い期間である。

経済統計研究会の創立あるいはその基礎を築
くうえで大きな役割を果たされた会員のうち
には，現在もなお御元気で会の行く末を心配
しながら温かく見守って下さっている方々も
おられるが，既に亡くなられた方も多い。時
代は変化し，統計研究の内容も方法も変わっ
ていく。しかし我々は，長年の間に先輩会員
の残して下さった貴重な研究成果を徹底的に
大事にしてそれを踏まえて新たな研究に立ち
向かいたいと考える。そうした時にのみ着実
な前進が可能になると思うからである。10
年ごとに記念号を編集し，また今回は50年
の節目という観点も入れて，会と会員の研究
活動を総括しているのはそのためである。
　経済統計学の研究は，50年を経，取り巻
く社会・経済と社会科学・思想状況の変化の
なか，新しく入ってこられた若い世代の研究
が中心になるにつれ，変化しつつある。しか
し経済統計学会の先輩の形成してきた伝統は
今も生きているし今後も生き続けていくであ
ろうと思う。その伝統の一端を述べると以下
のようになる。
　第1に，経済統計学会は，社会・経済統計
そのものを大事にし，それを研究することが
誰よりも好きな人たちの集まりであるという
ことである。我々は社会経済統計そのものを
我々の研究対象と考える。社会経済統計がど
のように作成されているか，社会経済統計を
どのように作成すべきであるか，社会経済統
計は何をどう反映しているか，必要であるに
もかかわらず作成されていない社会経済統計
にどのようなものがあるか，社会経済統計は
どのように利用されているか，社会経済統計
どのように利用すべきであるか等々，社会・
経済統計に関するあらゆる問題を統計学の課
題と考え，協力して研究している。この点で
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我々の研究対象は，統計数理学の研究対象と
重なる部分もあるが，それとは別の非常に広
く複雑な内容を擁している。
　第2に我々は，経済学をはじめとする諸社
会科学の成果に依拠し，またその発展に貢献
するということをめざして社会・経済統計を
研究している。この50年において経済学・
社会科学の潮流はかなり変化した。経済統計
研究会の創立に重要な役割を果たされた会員
のうちには社会科学としてマルクス経済学を
想定されていた方々が相当数おられた。現在，
若手・中堅会員の想定する社会科学には新古
典派経済学をはじめいろいろなものがあり多
様性に富んでいる。もちろん若手・中堅会員
の中にもマルクス経済学を受け継ぎ新しい方
法を取り入れ発展させようと考えている者も
いる。我々は社会・経済統計を研究するとい
う場で多様な社会科学の相互批判と相互協力
を推し進めていこうと考える。社会・時代の
変化に取り残されることなく，しかし流行に
流されることなく，無用な対立はさけつつも
曖昧な妥協はせず，真に学問的な研鑽を積ん
でいきたいと思う。
　第3に，我々は，国民生活の向上と社会の
進歩に役立ちたいという願いを心に秘めて，
統計学の研究に取り組んでいる。統計学は，
生活をまもり豊かにする国民の諸分野の活動
に貢献すべきであるし，その学問的質を真に
高めることを通じてそれが可能になると考え
ている。いろいろな分野で闘っている人たち
に社会・経済統計と統計方法という優秀な武
器を提供できたらと願っている。
　経済統計研究会を創立した先輩から我々が
受け継がねばならない最も大事な点は，なに
ものにもとらわれない鋭い批判精神であると
思う。批判精神という牙をぬいてしまうと学
会は魅力の乏しいものにおちぶれてしまうで

あろう。
　現在の日本では，強行に推し進められてい
る大学改革とも関係して，かつてないほどに
業績主義が蔓延している。しかし我々は，学
会を単にスマートにそつ無く業績を作ってい
く場ではなく，社会・経済統計を本気で研究
する，あるいは統計を道具として社会・経済
を本気で研究していく場としていきたいと志
している。その点で，経済統計学会は，若い
会員が成長しやすいよう配慮しなければと考
えるとともに，試行錯誤をふくむ長期の泥臭
い研究，なかなか形になる成果は得られない
が本当に重要だと信じて日夜努力している会
員の研究にも温かい眼を注いでいる。
　現在日本でも世界でも政府統計・社会・経
済統計をどう改革していくかという論議が盛
んに行われている。第2次世界大戦後に作ら
れた統計制度をその後の大きな社会経済の変
化に対応するよう改革しようという議論であ
る。本書で扱われている研究は，このような
議論に貢献できる内容を含んでいると思う。
そのような議論を深めていく手がかりとして
も本書が読まれることを期待したい。そのよ
うな議論と切り結ぶ中で我々もさらに研究を
深めたいと考えている。
　この記念号は，全ての会員と社会・経済統
計に関心をもつ多くの人々の座右におかれ，
長期にわたって，今後の社会・経済統計研究
の出発点，展開のヒントを得るための尽きせ
ぬ泉となることをめざして執筆された。本書
は，社会統計・経済統計の研究者のみならず
社会科学の諸分野の研究者，社会統計・経済
統計を使用する種々の分野の方々に参考して
もらえることを期待するとともに，多くの
方々から批判・コメント等をいただけると幸
甚である。

経済統計学会会長　　　
泉　　弘志　
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第５部　社会科学としての統計学
──その伝統と継承──



はじめに

　統計史とは字義通り「統計」の歴史を表す
用語であるが，その意味内容は必ずしも明確
ではない。そのためか，「統計史」という言
い方はこれまであまり使用されてこなかった。
例えば「統計学＝数理統計学」の立場におい
ては，「統計」の歴史とは「統計的方法」の
歴史であり，従って形式的には「統計学史」
と「統計史」は同義語となるが，そもそも独
自の「統計」概念が存在しているわけではな
いので「統計」の歴史それ自体成り立ちよう
がない。事実，数理統計学における歴史研究
で「統計史」という用語を使用した事例を筆
者は寡聞にして知らない。翻って，様々な考
え方があるとは言え「統計学＝社会統計学」
の立場においては，統計史は統計学に一つの
研究領域を確保しているとは思われるが，統
計学史研究に比べ統計史研究の不明瞭性は否
定し難い。
　察するところそれは「統計」概念の多義性
が大きく影響しているように思われる。筆者
の考えでは，統計史研究の不明瞭性とは，「統
計とは何か」という問題が，少なくとも「統
計」の歴史研究では「どこまでを統計に含め
るか」という問題として再現せざるを得ない
ことに起因している。そうして結局のところ，
この「統計」を巡る概念規定の多義性故に統
計史の研究対象もまた一定の範囲に収束せず，
従って統計史の意味するところも不明確にな

らざるを得ないという結果に帰着する。それ
故本稿では統計史の範囲を可能限り広げ，本
学会員の業績とその特徴を評価していきたい。
更に会員以外の，特に統計学以外の分野にお
ける統計史研究の業績についても評価する。
近年，統計調査に関する研究は，歴史学や文
化人類学等の分野で国際的にも国内的にも広
がりつつある。これらの分野の業績を検討し
つつ統計学における業績との相違点を明らか
にし，統計学の立場から統計史研究の今後の
課題について改めて考えてみたい。

１．統計史研究の目的と対象

　管見の限りでは，「統計史」という用語を
初めて明確に定義し統計史研究の重要性を指
摘したのは蜷川虎三である。少々長くなるが，
統計史研究を巡る一つの見方を示している点
で重要と思われるため必要当該部分を引用し
ておこう。
　先ず蜷川（1934）は，「統計史は，統計調査
の発達を問題にする。社會の發展に伴ひ，大
量を問題にすることが多くなるとともに，統
計調査が發達し，社會の地盤の推移に從ひ統
計調査の方法内容も異なり，從つて，統計に
關する問題の仕方にも變化を生ずる。學問と
しての統計學は，此等の社會的・經濟的・政
治的な下部構造の上に建てられるのであるか
ら，統計方法を問題にするに就いても，此等
の事情並にその推移がとらえられてゐなけれ
ばならぬ。此の意味に於いて，統計學の研究
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上，統計史は非常に重要な意義をもつもので
ある」（309～310頁，なお傍点は筆者による）
と述べ，統計史研究とは即ち統計調査史であ
ると定義する。そうして統計史研究の目的と
は，統計方法，就中，統計調査法の研究に貢
献することであるとされる。
　一方，蜷川（1932）は，国家が行政上，統計
調査を通じて統計を作成することは「近世國
家成立以来の歴史的事實であり，統計史の語
る所である」（2頁，なお傍点は筆者による）
と述べ，国家による統計調査の歴史的必然性
を指摘している。蜷川（1932）は，官庁統計（政
府統計，公式統計）と区別して民間で作成さ
れたデータを「私統計」と呼んではいるもの
の，この引用からも明らかなように蜷川が重
視し且つその理論体系で前提としている「統
計」とは即ち官庁統計である。故に蜷川の定
義する「統計史＝統計調査史」とは官庁統計
の調査史を指す。これは，国家科学としての
ドイツ社会統計学の知的伝統を批判的に発展
させた蜷川統計学の，ある意味では必然的帰
結として看ることができ，統計史研究の目的
と対象を考える上で重要な示唆を与えてくれ
る。例えばこのような蜷川の統計学からは，
社会調査史のようなテーマが統計史研究の俎
上に上ることは先ずあり得まい。
　私見では，この蜷川の引用が示すように，
統計史研究の目的と対象は，少なくとも統計
学研究の一分野として看做す場合，「統計学」
のパラダイムと「統計」の概念規定が明確に
あって初めて成立するものである。例えば「統
計」を官庁統計として定義し，統計学のパラ
ダイムに統計行政の諸問題を含めようとする
立場を採るならば，統計史研究の対象は統計
調査史（統計事業史・統計作成史）のみならず
統計制度史，統計体系史，統計法規史などへ
展開していくことは不可避である。あるいは
「統計」を官庁統計に限定せず広く社会的集

団を対象にした調査データとして定義するの
であれば，社会調査史も統計史研究の領域に
含まれよう。
　このように統計史の分野では，研究の目的
と対象が，よって立つ統計及び統計学の意味
内容に大きく依存する。しかし見方を変えれ
ば，本学会員による統計史研究の動向から，
本学会が「統計概念」および「統計学のパラ
ダイム」をどのように捉えているかをある程
度理解することも可能であろう。以下，この
点に留意しつつ会員の業績を見ていくことに
しよう。

２．本学会における統計史研究
の主な業績とその特徴

　実のところ『記念号』で統計史が取り上げ
られたのは第3集以来今回で2回目である。
このこと自体が統計史の不明瞭性，即ち統計
史の意味内容が学会内で十分に認識されてい
ないことに対する一つの表象であると思われ
る。実際，統計史を専門とする研究者の層は
薄く学会全体としての研究業績も多いとはい
えないという現状がそれを傍証している。し
かしそのような状況の中でも，統計史研究の
新たなフロンティアを開拓した独創的な研究
が生産されていることも事実である。そこで
これらの特徴を見るため，ここ10年間の本
学会員による業績を研究の内容別に分類して
みたい。
　本学会員の業績は，先ず官庁統計史と非官
庁統計史に大別できる。官庁統計史では，第
一に統計調査史・統計作成史に関するものと
して，船木（1997），金子（1995，1996，1997，
1998），村上（2003），長屋（1999a，1999b，
2000，2001a，2001，2002a）， 藪 内（1995，
1999，2002），吉田（1995）が挙げられる。第
二に統計行政史に該当する研究としては，統
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計制度史に関するものとして大屋（1997a），
長屋（2002b，2002c，2003），藪内（1995），山
口（2003）があり，統計法規史に関するものと
して大屋（1997a），工藤（1997），森（2005a，
2005b）がある。またこれらの研究と性質は異
なるが，第三に「統計」概念それ自身の歴史
を 追 及 し た 長 屋（1997a，1997b，1998a，
1998b，1999a）の研究がある。他方，非官庁
統計史について見ると，先ず民間の統計組織
の歴史，即ち統計活動史とも言うべき研究と
し て 成 島（1998a，1998b，1999a，1999b，
2000，2001）が挙げられ，社会調査史の業績
としては廣岡（1999）を挙げることができよ
う。
　これら一連の研究の特徴を幾つか指摘して
おくと，やはり先ず本学会では官庁統計を主
要な研究対象にしていることが挙げられる。
とは言えそこには従来には見られなかった新
たな取り組みがあることも確かである。例え
ば従来から統計史研究の本流であった統計調
査史においても，金子（1995a，1996，1997，
1998）のように，日英の国勢調査と作物統計
を取り上げ，比較史的方法で国家行政と統計
作成の関連を追及するという斬新な試みも展
開されていることは指摘しておかなければな
らない。
　しかしながら近年特に顕著な動向として，
統計制度史や統計法規史が統計史研究の一翼
を担う重要な分野なりつつあることを挙げな
ければならない。殊に長屋（2002b，2002c，
2003），藪内（1995），山口（2003）は，ドイツ，
日本，ロシアといった様々な国家の統計制度
を対象にして，単なる統計制度の編年史に留
まらず，社会的・歴史的背景との関連で統計
制度の展開を追求した重厚な研究を示してい
る。また長屋（1997a，1997b，1998a，1998b，
1999a）は，R.v. Mohlの「社会」の発見と「統
計」概念の関連性を考察し，それを前述の統

計制度史の研究へと発展させている。長屋
（1999a，1999b，2000，2001a，2001b，
2002a）によるドイツにおける営業統計の作成
史研究と併せ，これら一連の統計史研究は，
統計史と統計学史の融合を試みた歴史研究の
一つとして，統計と統計学の歴史研究に新し
いアプローチを提供している。
　そうした中，W. Farrの衛生調査を取り上
げた廣岡（1999）やマンチェスター統計協会
の統計活動史を取り上げた成島（1998a，
1998b，1999a，1999b，2000，2001）の研究は，
官庁統計を直接の研究対象にしていないとい
う点で前述の諸研究とは性質を異にしている。
しかしながら統計学史研究との関連性からす
ると，これらの研究で取り上げられた研究対
象の重要性は強調しておく必要がある。例え
ば廣岡（1999）の研究は，社会調査史の一齣と
して看ることもできるが，医学史・医学統計
学史へと展開していく可能性も十分に含まれ
ていることは看過できない。また，成島（1998a，
1998b，1999a，1999b，2000，2001）によって
示された一連の研究は，マンチェスター統計
協会という民間の一統計組織の活動を分析し
たものではあるが，そこで示された研究の方
向性は，今後の統計史，統計学史研究におい
て更に発展させていくべきであると指摘して
おきたい。統計の研究者共同体の組織化，統
計家・統計学者の再生産システムの普及等を
一つの社会現象として捉え，それら一連の知
的営為を社会科学的に分析し，社会の中で果
たす統計及び統計学の役割を再検討すること
は，今後の統計学の方向性を見定める上でも
重要な貢献をなしうるものと期待されよう。

３．本学会以外における統計史
研究の主な業績とその特徴

　本学会員以外の統計史研究については，官
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庁統計家と官庁統計に深く関与した統計研究
者が主要な担い手として先ず挙げられる。藤
田（1995），伊藤（2000），小山（1997），溝口
（2003），大内賞委員会事務局（2004）等がこれ
に相当するが，官庁統計作成の備忘録的性格
を持つ資料として意義あるものが多い。しか
しここ近年，最も特徴的な研究動向は統計学
以外の分野で統計史が研究対象として取り上
げられている点である。
　そもそも官庁統計にせよ非官庁統計にせよ，
調査という社会的実践行為に係っているとい
う事の性質上，統計学以外の分野においても
統計史は研究の対象になり得る可能性を有し
ている。殊に官庁統計の場合は，本来，調査
が国家行政遂行の道具である統計の作成を目
的として行われるという意味で一つの政治的
行為でもあるため，より一層その可能性が高
くならざるを得ない。他方，1970年代以降
に見られたポストモダニズムの知的文脈の中
で，I. Hacking流の表現を使用すれば「人々
を作り上げ，社会を統制する」，謂わば西欧
近代合理主義の産物である官庁統計調査，特
に国勢調査が，文化人類学や社会学等におけ
る研究対象として取り上げられたことは，あ
る意味では当然の帰結であるとも言える。こ
のような研究としては，青柳（2004），Curtis

（2001），Kertzer－Arel（2001），松山（2001）等
があり，また出版物として具体的な研究成果
は未公刊ながら，2004年度より進められて
いる国立民俗学博物館連携研究「センサスの
比較研究：欧米と日本を中心に」もまたこう
した研究動向に連動しているものと看做され
る。当然のことながらこれら一連の研究は統
計学における統計史研究とは大きくその目的
が異なっている。例えば青柳（2004）の目的は，
国勢調査その自体よりも，レイス（race）やエ
スニック集団（ethnic group）が如何に国勢調
査の中で規定され分類されてきたかという点

を明らかにすることであり，統計学研究者に
よる統計史研究とは全く目的が異なっている。
　同様に歴史学や社会学の分野でも様々な統
計研究が生産されている。経済史・政治史・
科学史を含む歴史学分野では，Cohen（1999），
Crawford（2003），Foster（2001），Klep－
Stamhuis（2002），佐藤（2002），Tooze（2001），
Worton（1998），安元（2002）等が挙げられる。
これらの研究の中には，地域史研究の一助と
して国勢調査における記録資料の性格を持つ
Crawford（2003），Foster（2001），Worton（1998）
等の研究もあるが，一方で本格的な歴史研究
を展開したものもある。例えば佐藤（2002）は，
調査者・被調査者双方の同時代的な認識を視
点において，我が国における国勢調査の普及
過程を追及し，近代国家における国勢調査の
社会的意義を評価しようとする試みであるが，
調査史の枠組みを超えて統計活動史の要素を
も含んだ稀有な研究であると言えよう。
　社会学の分野では，言うまでもなく社会調
査史が主内容となる。例えば川合（2004），村
上（2005）の研究がそれに相当するが，そこで
は社会調査を一つの社会的営為と見て，その
社会的文脈を理解することを目的としている。
もっとも社会調査史を統計史に含めるべきか
否かは一つの問題ではある。しかし少なくと
もこの種の社会学者による社会調査史研究に
は官庁統計調査も含まれる場合が多いことは
指摘しておかなければなるまい。つまり社会
学では，調査という点で，民間による社会調
査と官庁による統計調査に本質的な差異性を
認めない場合が多いということであろう。
　見たように，このような統計学以外の分野
における統計史研究の共通した特徴は，統計
調査それ自体よりも統計調査の持つ社会性や
政治性を問題にしていることである。そうし
てこのような視点は，統計学分野における統
計史研究においても十分検討に値するもので
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あることを付言しておきたい。

４．統計史研究の今後の課題

　結びに代えて，統計史研究の今後の課題に
ついて簡単に私見を述べておきたい。それに
先立ち，金子（1996）が一つの見解を述べてい
るのでこれを検討しておこう。
　金子（1996）は，統計資料の真実性を歴史的
に検証するといった本来の統計史研究に加え
て，「統計調査環境の悪化の視点を統計史研
究に活かすこと」（84頁）の必要性を指摘する。
その上で「統計史は，統計調査の過程を分析
することによって，広義の統計調査環境を歴
史的に明らかにすることも目的とする。…統
計調査過程としての鏡は，当時の社会状況を
反映しているのであり，この点をも明らかに
することが統計史の課題」（88頁）であり，「統
計作成という「場」において，統計と国家形
態や社会構造の関連性を明らかにすることを
目的」（94頁）とする旨を述べている。
　明らかに金子（1996）の見解は官庁統計を
想定した統計史を構想している。このこと自
体は，これまで見てきたように本学会に伝統
的な考え方である。しかし肝要な点は，調査
過程を問題とし，その検討を通して「統計と
国家形態や社会構造の関連性」を明かにしよ
うとする点である。つまり調査結果としての
統計ではなく，調査過程の社会性や政治性を
問題としているところが従来見られなかった
新しい視点であると評価できる。前節で見た
ように，統計調査の政治性や社会性を問題に
する試みは，文化人類学や社会学における統
計史研究で既に行われてきてはいる。しかし
これらの研究は，当該分野に関連する問題（例
えば青柳（1999）のように「レイス」や「エス
ニック集団」の国勢調査での扱われ方）を検
討することが目的であった。これに対して金

子（1996）の見解は，同じく統計調査の政治性
や社会性を問題にしながらも，統計学に関連
する問題，特に統計調査を巡る諸問題（調査
環境や統計の真実性）の検討を目的としてお
り，その必然的帰結として「調査過程」が問
題になるものと思われる。敷衍すれば，これ
は社会統計学における現代的課題に対して統
計史研究が十分意義あるものでることを示そ
うとした論考であり，今後，本学会において
このような視点からの統計史研究が多く成果
を挙げることを期待したい。
　しかしながら筆者はまた，金子（1996）のよ
うに「統計＝官庁統計」とし，この前提に基
づいて統計行政の諸問題をも視野に含めた社
会統計学を構想するという立場に立つならば，
「調査過程」に加えて，官庁統計の利用を巡
る歴史研究も統計史の重要課題として加える
べきであることを指摘しておきたい。言うま
でもなく官庁統計の第一義的な目的は行政利
用であるから，対象とする統計を行政が如何
なる目的の下に如何なる方法で利用し且つそ
れによってもたらされた社会的な結果や効果
を歴史的に検証しようとすれば，当然その利
用を巡る社会性や政治性が問題とならざるを
得ない。こうした統計史研究は，今のところ
筆者が知る限りでは皆無に等しいが，今後検
討に値する研究課題であることを強調してお
きたい。殊に近年，統計調査の環境悪化が一
層進む中，統計が行政施策と如何に関係して
いるのか具体的に歴史的検証を行い，その研
究成果を広く一般に公表していくことは，統
計史だけに留まらず社会統計学全体にとって
も社会的に意義を有することになろう。本稿
ではこの点の重要性を指摘して擱筆すること
としたい。
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長　屋　政　勝
コメント：統計史研究の課題をめぐって

　 1．いまだ統計の歴史研究＝統計史の対
象・範囲が不明瞭であるとする点では上藤会
員と同意見である。例えば，すでに経済学研

究では経済史や経営史が独立の研究領域をな
しているのに較べ，統計学では統計史研究が
立ち遅れている現状は不可解といわねばなら
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ない。それは統計学という理論的構成物の本
性に由来するものなのか，それとも研究者層
の薄さ，あるいはわれわれの無関心や怠慢の
せいなのか。統計の多義性に原因があるとす
る上藤会員とは異なり，これは統計調査が国
民生活や経済的下部構造と関係するものの，
出てきた結果が数量形態をとり統計表という
形式に収縮され，このことによって統計獲得
に絡む社会的要因の痕跡が希薄になっている
ためとするのが私見である。
　統計理論の展開をフォローする統計学史
（理論史の他に思想史・方法論史をも含む）が
あれば，統計作成過程の歴史的発展を解明す
る統計史研究も統計学には不可欠な領域とな
ろう。統計が国家運営と社会経済・国民生活
の全体的数量像獲得に不可欠な基礎資料であ
ることが認知され，さまざまな方向からの要
請を受け，しかも特定の行財政機構の枠組み
の中で生産されてきた社会的数量ということ
を理解できれば，国家機構や社会構造とのか
かわりで統計資料の「生産史」を追及するこ
とは社会統計学にとっては避けられない研究
課題になる。国家・社会・市民，この三者の
絡合いの中で統計が製造され続けてきた歴史
過程が厳然とした事実領域としてそこにある
からである。その過程自体の展開を理論的に
分析し，そこを貫く道筋＝法則性を解明する
仕事は間違いなく統計学研究の一分野となる。
また，こうした観方は統計に社会性と歴史性
をみることの少ない数理統計学には疎遠なも
のとなろう。統計史研究は社会統計学にとっ
て独自の研究領域となるはずである。
　 2．統計とはデータ一般に還元されるもの
ではなく，組織的調査という主体的行為を介
して社会的集団現象・過程を継続的かつ体系
的に数量表示した結果である。とすれば，集
団現象そのものの形成・発展にともない調査
の組織体制，調査様式，実施過程，結果表示

がどのような契機に促されて変化・展開して
きたのか，各段階にみられる構造的特徴とそ
れらを通貫する発展傾向は何か，これらを解
明することが必要となる。例えば，住民名簿
や戸籍簿などの既存資料から把握可能な国家
臣民や局所住民（都市人口や郡人口）のレベル
をこえて，「国民」という巨大で流動的・多
層的集団が形成されることによって初め人口
センサスが必須のものとなり，国家統計局と
いう独立機関の主導による直接調査によって
しかそれが実現されえない必然性を解明する
ことである。さらに，資本主義的社会経済圏
の深化・巨大化にともない，人口調査が定常
化・組織化され，社会構成体の人的構造を悉
皆把握する点で他にはない効用をもつものと
して制度化される過程，しかし現代に至って
揺籠から墓場まで国民ひとりひとりが情報
ネットに括られ，市民生活がおびやかされる
状況下にあって，そうした情報網に加担する
ものとしてセンサス自体が必要悪とみなされ
かけている事態を分析することである。社会
的に枠組みされた統計，すなわち統計作成を
制約する構造的特質と統計の帯びる社会的性
格（＝社会性）を歴史的に明らかにすること
が統計史研究の主題になるであろう。
　統計史研究の課題を明確に規定したものと
して蜷川理論がとり挙げられているが，統計
調査の方法内容の歴史をもって統計史と規定
したその狭隘さを問題しなければならない。
いうところの「方法内容」の言葉の中には，
調査の時代的背景，組織，法的規制や実施様
式，実施過程，その中での調査者 /被調査者
の関係，等々のことが集約して含まれている
のかどうか。蜷川自身が統計の歴史をその『統
計学研究』の続編でまとめたいとする希望を
もっていたとは伝聞するところであるが，上
の諸契機を含めて統計調査史の対象と範囲を
考えていたのかは不明である。しかし，統計
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学を社会科学方法論とみるところから，そこ
では調査の方法的展開史が中心問題と想定さ
れていたのではないか。私見では蜷川理論に
おける統計史研究は範囲の狭いものであった
とみている。蜷川理論に拠るべき統計史研究
の基礎を求めることはできまい。
　 3．統計史にかかわるものとして統計調査
史，社会調査史，統計事業史，統計作成史，
統計制度史，統計体系史，統計法規史，官庁
統計史，非官庁統計史，統計行政史，統計活
動史といった言葉が並べられている。これら
はどのような相互関係にあるのか，それらを
整理して用いるべきではなかろうか。統計の
根幹的部分かつ圧倒的分量は行政（官庁）統
計の形で作成されている。とすれば，統計史
とはこの行政統計の歴史的展開をあとづける
ことを最優先させねばならない。これは国家
機構下における統計作成体制の変遷を明らか
にし，その中から産み出される人口，商業，
営業，工業，農業，労働・雇用といった個別
統計の生産史をあとづけることである。しか
も，まずは人口や商業流通といった社会構成
体の表象場面の調査から始まり，次いで営業，
工業や農業，家計や物価，雇用，さらに救貧
や労働者問題などの社会問題へと社会経済の
深部にまで統計の網の眼が拡大していった発
展過程を解明することである。そして，そう
した統計作成を支える調査組織，法的根拠，
人的・予算的措置，またそこに含まれる調査
企画と実査過程，分類コード，獲得された帰
結（統計表示），こうしたものの特質を明ら
かにすることであろう。なによりもまず，統
計史は国家行政統計生産史という形をとらざ
るをえない。これを基線にして，いうところ
の統計の事業，制度，体系，法規，行政，活
動といった契機をウエイトをつけて特定の統
計生産史と関連づける必要があろう。
　また，上にある社会調査史に関しては次の

ように考えられる。国家統計とは別の目的と
様式をもって実施されるが，社会に対する実
証研究という点では同じ志向をもつ社会調査
（実態調査，アンケート調査，社会踏査）の
展開もまた統計史研究の課題になる。社会経
済と国民生活のグローバルな把握としてある
国家行政統計，そこに現われる重要問題に対
する局所的調査，この双方は車の両輪の形で
社会的実証研究を支えている。ただ，後者は
社会学，社会心理学や文化人類学などの研究
課題のひとつとなっており，われわれが入り
込む余地は少ない。しかし，行政統計との共
存関係（場合によっては対抗関係）の中で社
会調査が展開し，両者が相互関連を保ちつつ
社会的実証研究を推進させていった歴史的経
過はそうした側からは看過されており，この
ような全体的関連を解明することは統計史研
究の一枠を構成するものとみなされる。
　 4．統計調査に対する国家・自治体の姿勢，
世論動向と国民諸階層の反応，調査をとりま
く条件（環境）の変化，こういったさまざま
な要因をも組み入れて統計調査の社会的変動
を見てゆくことが今後必要になるのではない
か。いってみれば統計の社会史的研究である
が，これはいままでまったく断片的なものに
終わり，一貫した方向性と総合性をもった研
究はまだ現われてはいない。統計学，社会学
や政治学，また社会心理学や人類学といった
関連分野の綜合的研究を待たねばならない。
また近時，統計学以外で統計調査史を論ずる
動きが見られ，これらの中には傾聴に値する
研究成果もあるが，しかし切り口が統計学の
ものとは異なり，統計成立・展開の社会的構
造を歴史的に明らかにするという観点は希薄
である。ハッキング『偶然を飼いならす』に
あるプロイセン統計局史などがその例である。
　最後に，利用のあり方，利用様式や形態の
時代的変遷，そこにみられる方向性・規則性
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の解明も統計史の研究課題になる，いわば統
計利用史が成立するのではないかというのが
上藤会員の考えであるが，同意見である。統
計利用にはその方法論理的特質，利用様式・
形態の構成とその歴史的変化，利用の社会的
政治的含意といった問題が含まれるが，利用
史はまだ手つかずの分野とはいえ，今後調査
史と併行する研究領域となろう。
　経済史研究を欠いた経済学がありえないよ
うに，統計史研究をもたない統計学とは研究

対象そのものの歴史的展開への理解をもたず，
従い社会科学として重大な欠陥をかかえたも
のといえるのではなかろうか。数量科学隆盛
というここ半世紀に近い風潮のもと，社会科
学としての統計学のレゾンデートルが問われ
る昨今，統計をとりまく近時的諸課題との格
闘と併行して，約2世紀に及ぶ近代統計史を
上で挙げた諸要因を絡めて解き明かす必要は
大である。



はじめに

　以下では，第1に，1996年刊行の『社会科
学としての統計学　第3集』以降に行なわれ
た最近10年間の統計学史研究についてサー
ベイし，第2に，経済統計学会における統計
学史研究50年間を回顧した上で，本学会に
おける統計学史研究の意義と課題について，
学会外の統計学史研究の動向や統計学の現代
的課題と関わらせて私見を述べる。

１．最近10年間の統計学史研究

　前回の記念号でも指摘されたとおり，本学
会における統計学史の研究者層が手薄である
状況は未だ改善されていないが，それでも最
近10年間を振り返ると，数理統計学，ドイ
ツ社会統計学，確率論など本学会の伝統的な
研究対象に関する研究が着実に積み重ねられ
てきている。また本学会外ではこの10年で
統計学史の書籍が数多く出版され，統計学者
や数学者はもちろん科学史・思想史の研究者
によっても統計学史の研究が一層盛んに行な
われてきている。以下では，この10年間の
学会内外における統計学史研究を⑴数理統計
学，⑵確率論，⑶ドイツ社会統計学，⑷政治
算術・国状論・ケトレー統計学，⑸日本の統
計学，⑹ロシア・中国の統計学，⑺その他，
の7つに分類して，その内容を簡潔に解説する。

⑴　数理統計学
　まず，本学会会員による成果を紹介する。
池田（2000）は，品質管理において統計的思考
が果たした役割を考察し，統計的品質管理が
20世紀前半期にアメリカの産業界に受容さ
れる中で当初品質管理に持ち込まれた統計的
思考が変容し，衰退した過程を描いている。
上藤（1996，1999）は，F.ゴールトンやK.ピア
ソンが展開した記述統計学と優生学との関連
を捉え，ピアソンのχ2検定の検討を通じて，
ピアソンの統計学が観測値の誤差処理法で
あったガウス誤差論以来の伝統から脱却し，
変異・変動の分析法へ転化したことを明らか
にすることでピアソンの記述統計学と
R.A.フィッシャーの推測統計学との連続性を
強調している。木村（1999，2001a，2001b，2002，
2003b）は，1895年のノルウェー中央統計局
A.N.キエールによる代表法から，ドイツ標本
調査論争，標本の抽出法を有意抽出とするか
任意抽出とするかを巡って対立した1925年
ISI大会におけるデンマーク統計局長A.イェ
ンセンとA.L.ボーレーの論争，そして現在の
標本調査法を基礎づけた1934年の J.ネイマ
ン論文までを取り上げて，以上の議論が任意
抽出法であるネイマンの標本調査論に帰結す
るまでの過程を当時の社会状況と関連づけて
検討している。芝村（2004a）は，フィッシャー
の実験計画法と有意性検定の成立過程を応用
の場であった農事試験の特質と関連づけて検
討し，また誤差論からネイマン－E.S.ピアソ
ン理論に至るまでの検定論を中心とした推測

第23章　統計学史
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統計学の展開を各理論の社会的背景から特徴
づけることによって，フィッシャー理論の社
会性とその基本的性格を明らかにしている。
芝村（2004b）は，イギリス数理統計学研究ゆ
かりの地であるロンドン大学ユニバーシ
ティーカレッジ，ローザムステッド農事試験
場，ケンブリッジ大学キーズカレッジへの著
者の訪問記であり，各拠点の過去と現在の状
況を知る上で参考になる。
　つぎに，本学会外の研究を紹介する。優生
学・生物測定学に端を発するイギリス数理統
計学の歴史では，Brookes（2004）が，優生学
の創始者ゴールトンが博学で多才な才能を生
かして遺伝学のための分析手法を生み出す一
方で，それを人種差別主義的な計測に用いて
しまった彼の研究人生の功罪を克明に描いて
いる。またBulmer（2003）は，ゴールトンに
よって優生学・生物測定学が誕生する過程を，
科学専門職が活躍する素地が出来，ダーウィ
ニズムが影響力を誇ったビクトリア朝の社会
状況から説明する。Doring and Simpson（1999）
では，Statistics in Britainの著者であるD.マッ
ケンジーが，優生学は専門職に就いた中産階
級の利害が強く反映された学問であり，その
学問的な背景がイギリス数理統計学の展開の
方向を決定したと考えて科学社会学の立場か
ら考察を進めている。Gillham（2001）は，ゴー
ルトンの優生学研究を取り上げて，相関・回
帰の概念が形成され，定量的な精密科学が誕
生するまでの過程を跡づけている。そして
Porter（2004）では，K.ピアソンの社会主義思
想やフェミニズムに傾倒した彼の一面が優生
学研究や記述統計学の形成に与えた影響が論
じられている。
　最近のベイズ統計学の隆盛を受けて，ベイ
ズ理論を題材にした歴史研究が進められてい
る。園（2001）は，ベイズ統計学を展開した
L.J.サベッジの主観確率に関する見解の独自

性について考察している。美添（1996）は，近
年のベイズ統計学が興隆する背景およびベイ
ズ統計学の意義と限界について論じている。
2002年にはT.ベイズが生誕して200周年を迎
えたが，知名度の割には資料が少く，ベイズ
の生涯についてはこれまでほとんど知られて
いない。Dale（2003）は，資料を丹念に掘り起
こして書かれた初めてのベイズに関する伝記
であり，研究の全貌と彼の生涯の一端を知る
ことが出来る。Swinburne（2002）は，ベイズ
統計学の方法論に関する論文集であるが，こ
こにはベイズの定理の起源とされるT.ベイズ
の1763年論文（ベイズの死後に友人のR.プラ
イスが原典を加筆修正し王立統計協会で発表
した論文）とそれに対するG.A.バーナードに
よる注釈が掲載されている。
　その他の数理統計学に関連する研究では，
細谷（1995）が，K.ピアソン，フィッシャー，
ネイマン－ピアソンの検定論の性格と問題点
を原典に触れながら考察している。また
David（2002），Howie（2002），Royall（1996）は，
統計的推測における立場を三分させているネ
イマン－ピアソン理論，フィッシャー理論，
ベイズ理論を取り上げて，統計的検定によっ
て臨床試験などの実験データを解釈する際に
生じる問題を多様な角度から論じており，各
理論の展開の過程と限界を知る上で参考とな
る。David and Edwards（2001）は，入手困難
な17世紀から20世紀に執筆された推測統計
学の古典論文を収録し，それぞれに注釈を加
えている。Hald（1998），Chatterjee（2003）は，
誤差論からイギリス数理統計学の形成までを
扱う詳細な通史である。Juran（1995）は，米
英における統計的品質管理の展開とそれが普
及する歴史を豊富な資料に依拠して説明して
いる。Salsburg（2001）は，K.ピアソンから今
日までの推測統計学の発展の歴史を扱い，リ
サンプリング法や現代の臨床試験の問題など
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近年の理論研究や応用の話題を豊富にとりあ
げている。Spanos（1999）は統計学の歴史や思
想の解説が詳しい数理統計学のテキストであ
る。Stigler（1999）は，確率論やケトレー統計
学からネイマン－ピアソン理論に至るまでの
統計学史上で重要な分析方法や概念が生成さ
れる過程やそれらの命名の由来を説明し，著
名な統計学者達の人物像を描いた論文集であ
る。

⑵　確率論
　本学会員による確率論に関する研究には，
吉田（1999，2001，2005，2006）がある。これら
一連の研究では，地理的にも時代的にもフラ
ンスの確率論とイギリスの政治算術の影響を
受けた17世紀中葉のオランダを舞台に活躍
したC.ホイヘンスの研究が対象となってい
る。彼の確率論は人口統計・年金問題といっ
た社会問題に適用されたが，こうした研究の
意義が当時世界有数の海洋通商国家であった
オランダの社会的背景と関連づけて考察され
ている。
　本学会外の研究では，安藤（1995b，2001），
Sheynin（2004a）が，P.－S.ラプラス，K.F.ガウ
スらの誤差論研究を題材に分布論，最小二乗
法，推定論が整理される過程を詳細に解説し
ている。またFarebrother（1998）ではラプラス，
ガウス，F.Y.エッジワースらの研究が取り上
げられ，最小二乗法など観測値を線形モデル
に当てはめる諸技術の展開が原典に注釈を付
して描写されている。Dunnington（2004）はガ
ウスの，Gillispie（1997）はラプラスの伝記で
あり，それぞれ彼らの生涯と確率論研究の全
貌が克明に記されている。

⑶　ドイツ社会統計学
　本学会では最近10年間でドイツ社会統計
学に関する業績が多数発表された。長屋

（1998a）は，1860年代以降の初期ドイツ社会
統計学の形成に多大な影響を与えた
G.リューメリンの研究をとりあげている。
ここでは，リューメリンの統計理論の意義と
役割が考察され，ドイツ社会統計学の確立期
における特徴と性格，さらにはその限界が明
らかにされている。長屋（1997a，1997b，
1998b）では，1830年代から70年代に活躍し
たドイツの国法学者R.モールの研究が考察
の対象である。これらの論文では，モールの
社会概念や社会の数量的認識の手段としての
統計に対する考えが検討され，それらが国状
学からドイツ社会統計学を生む理論的素地を
与えたことが解明されている。長屋（1999a，
1999b，2000，2001b，2001c，2002a，2002b，2002c，
2003）では，プロイセンの営業調査，国家統
計表，ドイツ関税同盟の営業調査等を取り上
げて，政府統計が整備・拡充され，プロイセ
ン統計局など統計作成機関が創設されたこと
を背景に，ドイツ社会統計学研究に帰結する
過程が明らかにされると同時にその理論的特
質が検討されている。
　戸塚（2004）は，国状論を論断し，ワグナー
らドイツケトレー統計学派に影響を与えたK．
クニースの統計学研究から，19世紀の後期
ドイツ社会統計学の歴史をまとめたU.シェ
－ファーの研究，F.フーレによるナチス期の
社会統計研究，R.ヴァーゲンフュールやG.メ
ンゲスら第2次大戦後のフランクフルト学派
における社会統計研究までを対象として，各
論者の所論を検討し，それらの意義を探って
いる。

⑷　政治算術・国状論・ケトレー統計学
　まずは当分野における本学会員の業績を紹
介したい。浦田（1997）は，H.コンリングや
G.アッヘンヴァールらの国状論研究を扱っ
た論文集である。大屋（1997）は，地域統計を
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題材にA.ケトレー統計学を回顧する。佐藤
（1999）は，大数観察によって社会現象から数
量的な規則性を導き出すという社会物理学を
構想したケトレーの統計学研究と，それに類
似するA.コントの社会物理学やM.コンドル
セの社会数学とを比較することによって，ケ
トレーの統計学と社会物理学との関係を再検
討している。多尾（1995）は，F.ナイチンゲー
ルによる衛生改革活動とケトレー統計学との
関連を資料で裏付けている。長屋（2001a）は，
政治算術学者である J.P.ジューズミルヒの著
作『神の秩序』の関係資料を紹介し，近年の
ジューズミルヒ研究の動向を解説している。
吉田（1996）も同じくジューズミルヒ『神の秩
序』における死亡表分析を検討している。成
島（1995）は，ケトレー以降の平均論をめぐる
議論を検討し，成島（1998a，1998b，1999a，
1999b，2000，2001）は，W.S.ジェヴォンズの統
計研究の意義をヴィクトリア期の統計運動と
の関係から探っている。広岡（1999）も，同じ
くヴィクトリア期の統計運動を対象とするが，
こちらはW.ファーによるコレラ疫学調査と
その統計分析の特徴を考察している。
　つづいて学会外における研究を紹介しよう。
Hacking（訳書1999），Porter（訳書1995，1995），
重田（2003）によって，思想史研究の立場から
政治算術やケトレー統計学の理論と思想の成
立が，各時代の社会認識や社会思想と関連づ
けられて描かれている。これと関連した文献
にHacking（1990）の日本語訳を受けて現代社
会と統計学との関係を議論している竹内他
（2000）がある。またCurtis（2000），Desrosières
（1998），Patriarca（2003），Poovey（1998），
Rusnock（2002）では，政治算術，ケトレー流
の大数観察がイギリスやフランスにおける人
口，疾病，貧困など様々な社会経済現象に適
用され，それらの規模や水準などが数量的に
把握される過程とその意義が検討されている。

⑸　日本の統計学
　本学会員による日本の統計学に関する研究
では，井出（2000）が，米英における標本調査
論の歴史とそれが日本に導入された経緯と問
題点について概説している。また薮内・伊藤
（2002）は，明治から昭和までの日本の統計学
や統計の発達史についての対談である。濱砂
（1997）では，江戸時代末期に日本に滞在した
シーボルトの西洋科学が紹介され，彼の日本
での調査活動と杉亨二の統計学研究との関わ
りが探られている。
　学会外では，伊藤（2000）によって，日本の
統計学研究・統計教育・統計調査の先駆者で
ある杉亨二と呉文聰の活動および人物像が語
られ，岡部（1996）では，呉文聰の活動を中心
に明治初期の統計学と統計調査が成立する過
程が検討されている。また，杉（2005）は杉亨
二の自伝の復刻版である。岡部（1997）は，福
沢諭吉が翻訳した『万国政表』を取り上げて，
統計学が彼の哲学に対して与えた影響を考察
し，日本に統計学や統計的思考が導入される
際に福沢が果たした役割についても言及され
ている。特集（1999）では，大内兵衛，蜷川虎
三，有澤廣巳，R.A.フィッシャー，W.E.デミ
ングなど日本の統計学研究に影響を与えた主
要な人物24名の写真と略歴が掲載されてい
る。竹内（2000）・森田（1999）は，政治算術，
国状学，確率論，ドイツ社会統計学の歴史を
概観し，日本で統計学の研究が開始された経
緯について解説を加えている。

⑹　ロシア・中国の統計学
　ロシアと中国の統計学については，本学会
では，近（2005）によって，旧ロシアの代表的
な統計学者で大陸数理派に位置づけられる
A.A.チュプロフとその学派の文献が紹介され，
また近年のチュプロフ研究の動向についても
簡潔に紹介されている。また王（2001）と大西
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（2002）は，中国の社会統計学者と数理統計学
者との間で展開された論争の論点とその歴史
的経緯を明かにしている。
　ロシアの統計学を扱った学会外の業績のう
ち英語で執筆されている文献を紹介すると，
Sheynin（2004b）によるロシアの確率論・統計
学の古典論文の英訳と，Sheynin（1996）によ
るチュプロフ研究がある。どちらもロシアの
統計学について研究する上で貴重な資料であ
る。

⑺　その他
　その他の分野の歴史研究については，本学
会内外を問わずに分野毎に紹介していく。
　計量経済学については，木村（1996，2000a）
が，多重共線性や識別の問題など，同時方程
式体系から構成されるマクロ計量モデルが抱
える問題点を歴史的に回顧しつつ，マクロ計
量モデルによる政策効果の測定の有効性に疑
問を呈す。また菊地（1995，1996）は，計量経
済学の分析手法が，マクロ計量モデル分析か
ら，時系列モデル分析，ベイジアン計量モデ
ル分析へと変遷する過程を各手法の限界を整
理 し て 説 明 す る。McCloskey（2000），
McCloskey and Ziliak（1996），Ziliak（2005）は，
アメリカの経済学史研究者による計量経済学
の批判的研究であり，そこでは計量経済学に
よって見出される統計的な有意性が必ずしも
経済学的に意味を持たないことが指摘される。
　計量経済学以外の経済分析の方法について
は，木村（2000b，2003a，2004a，2004b）がロー
レンツ曲線やジニ係数の成立過程を考察し，
岩崎（2000，2003）には産業連関分析の展開と
その背景についての考察が含まれる。多変量
解析では，安藤（1997）が詳細な通史を描き，
また森本（1997，1999，2005）が林知己夫の数
量化理論の成立と普及について実際の応用例
を紹介しながら解説する。また近年利用が進

んでいるパネルデータ分析法の歴史が，太田
（2005），北村（2003），永井（2005）によって
素描されている。Klein（1997）は17世紀から
20世紀前半までの時系列解析の歴史を扱っ
ている。
　近年，実験計画法や統計的検定など統計的
推測の方法の導入が著しい医学・疫学の分野
からは，Gehan and Lemak（1994）によって，
イギリスの臨床試験に対してFisherの実験計
画法・有意性検定が導入された経緯が明らか
にされている。また，柳本（1998，2003，2005）
は，薬剤・食品の安全性評価などに用いられ
る統計的証拠の意味をその受け手である社会
との関わりから検証し，臨床試験における統
計分析の問題点を緻密に検討している。安
田・小森（2003）は，統計学の歴史の流れを簡
潔に紹介し，医学における推測統計学ユー
ザーの立場から数理統計学の問題点を議論し
ている。
　その他には，統計学史上著名な統計学者の
経歴と業績について概説する伝記として，
Heyde and Seneta（2001），Johnson and Kotz

（1997）がある。また，安藤（1995a），上藤（1995），
長屋（1995），福井（1997）は，政治算術・国状
学から J.W.テューキーの探索的データ解析ま
で長大な統計学の歴史の流れを簡潔に紹介し
ている。

２．統計学史研究の課題

　統計学史研究は本学会の伝統的な研究テー
マであり，学会創設以来50年間，統計学史
研究を重視してきた姿勢と継続的に成果を積
み重ねてきた実績を有する点は経済統計学会
を特徴付ける大きな要因の1つといえる。本
節では，経済統計学会における50年間にわ
たる統計学史研究を回顧し，その特徴を指摘
する。そして，経済統計学会における統計学
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史研究の課題を，近年，学会外で認められる
統計学史研究の主要な研究動向と統計学の現
代的課題とを関わらせて提示したい。

⑴　学会外の主な研究動向
　前節のサーベイからも明らかなように，最
近10年に統計学史研究の成果が数多く発表
された。本節では，学会外の研究者がどのよ
うな問題に関心を持ち，そしてどの分野を研
究対象にして統計学の歴史を研究しているの
か，その主な動向を紹介する。
　第1に，数理統計学者・数学者による統計
学史研究の多くに共通する基本的関心事は，
数理統計学，確率論の発展の歴史をその内的
論理の展開から検討または説明することにあ
るといえよう。つまり，数理統計学や確率論
が時代を経て論理的に緻密化，体系化されて
きたプロセスを描き出すことによって，現在
の数理統計学，確率論の科学としての正当性
を立証することがこれらの人たちの基本的な
スタンスである。ただし，近年新たに認めら
れる動向として，ネイマン－ピアソン理論に
基礎付けられた主流の数理統計学の問題点を
検討するための歴史研究が出始めていること
が新たな動向として注目される。これには主
に2つの背景があるものと思われる。1つが，
数理統計学におけるベイズ統計理論の台頭で
ある。近年のコンピュータの計算能力の向上，
マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC法）の
発見によって，計算可能性の問題から複雑な
モデルへのベイズ統計の応用を難しくしてい
た限界が解消され，今日では計量経済学を含
めてその適用範囲が劇的に拡大している。こ
れを受けて，とりわけアメリカの統計学界で
はこれまで主流派であったネイマン－ピアソ
ン理論の位置が明確に相対化されているとい
われており，各理論を支持する研究者が双方
の理論的問題を捉え直し，それぞれの立場の

違いを明確にする研究が行なわれている。も
う1つは，情報科学，データマイニング，分
子遺伝学，リスク分析といった分野において
数値や確率の計算法の開発が，数理統計学の
成果とは一線を画して発展していることであ
る。これは，幅広い科学分野において統計的
モデルの利用が定着したために数理統計学者
がその研究の進展を統制できなくなった皮肉
な現象といえる。そのために，上記の数理統
計学の問題点を検討する観点からの統計学史
研究に加え，他分野の研究者や一般の読者向
けに統計学の歴史について啓蒙する書籍が数
多く刊行されている。
　第2に，科学史，思想史など他分野でみら
れる研究動向を幾つか紹介しておこう。
　科学史や思想史の分野では，前回の記念号
でも紹介された動向が継続しているように思
われる。つまり，第1章で紹介した I.ハッキ
ングやT.M.ポーターのように，確率論や統
計学の発展のプロセスを明らかにすることよ
りも，それらの概念や思想を生み出し発展さ
せた科学，経済，宗教など社会的な基盤を解
明することを重視した研究が多く見られるの
が同分野の特徴である。
　最近では，クローン技術や遺伝子工学の発
達を受けて，胎児の段階で先天的な異常を発
見する出生前診断やデザイナーベイビーの登
場が現実味を帯びるようになり，優生学思想
が別の形で復活する懸念が出てきている。こ
うした現代的問題を背景にゴールトンや
K.ピアソンの優生学・生物測定学の歴史研
究が増加しつつある。
　また近年，医学・疫学分野における推測統
計学の利用が飛躍的に増加している。現代医
学では，医師の知識，経験や勘に頼るのでは
なく，臨床試験と疫学調査から得られたデー
タを科学的な証拠とみなして，その蓄積によ
り医療行為を改善させる考え方が主流になっ
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ている。これはEBM（Evidence Based Medi-

cine：科学的証拠に基いた医療）と呼ばれるが，
このEBMにおける科学的証拠の獲得と分析
の基礎は，R.A.フィッシャーの実験計画法と
有意性検定で与えられている。そのために，
EBMの普及と進展に伴って推測統計学に対
する関心が高まっていることがあって，
フィッシャー理論の再評価など歴史研究も増
えてきている。

⑵　 数理統計学，社会統計・政府統計をめ
ぐる近年の問題と統計学史

　1998年から2005年にかけてアメリカ統計
学会や王立統計学会など海外の学会の雑誌で
20世紀の統計学研究を総括した企画が多く
設けられた。ここで議論された数理統計学が
直面する課題は，①大規模なデータに適用で
きる統計的推測の方法，②高次元 /ノンパラ
メトリックなモデルの構築方法，③ネイマン
－ピアソン理論とベイズ統計理論の融合の3

点に要約できよう。R.A.フィッシャー以降，
数理統計学は小標本によって母集団の基本
的・平均的な特性を推測する理論として発展
してきたが，今日では数百万規模のデータを
数千のパラメータから構成されるモデルに
よってその特徴を記述・推測するニーズが高
まっており，規範的な数理統計学のパラダイ
ムの見直しが求められている。また，確率を
頻度論的に理解するネイマン－ピアソン理論
と主観説に基づくベイズ理論はそれぞれ別個
に論理的一貫性を備えているが，双方とも理
論的に一長一短があるため，両理論を統合し
て上記の新しいニーズにも適応可能な理論の
構築が求められている。
　次に，周知の通り，社会統計学・政府統計
の分野でも，統計調査環境の悪化に伴うセン
サス実施の困難化，情報通信技術・コンピュー
タの高度化，経済社会のグローバル化等，統

計を取り巻く環境の変化に起因して，世界的
な政府統計改革が進行し，またミクロデータ
の利用が進展するなど，これまでの統計体系，
統計調査論，統計利用論の全面的な捉え直し
が始まっている。
　つまり，現在は数理統計学，社会統計学・
政府統計ともに大きな転換期にあるといえる。
このことは，統計学をめぐる現代的な課題を
即時的に議論するだけでは限界があり，それ
を統計学研究の歴史の中に位置づけた上で展
望を開く研究がより一層重要性を増している
ことを意味している。現在はまさに統計学史
研究が統計学研究の進展に寄与できる絶好の
機会なのである。

⑶　 経済統計学会における統計学史研究の
特徴と課題

　経済統計学会外における統計学史研究と比
較したとき，本学会における50年に及ぶ統
計学史研究の特徴は，①戦後の推計学論争を
契機とする，推測統計学や計量経済学に対す
る批判的な観点からの歴史研究，言いかえる
と社会統計学の正当性の主張につながる研究
が多いこと，②とりわけドイツ社会統計学の
歴史研究を豊富に蓄積していること，③単な
る理論的系譜を記述するのではなく，理論の
展開を社会的な形成要因との関わりから解明
しようとする研究が多いこと，の3点にまと
めることが出来よう。いずれの点でも本学会
の成果はユニークであり，また世界水準を越
える研究も少なくなく，他の統計関連学会が
有しない経済統計学会の重要な資産といえる
であろう。その反面，現在では経済統計学会
において数理統計学ないしは計量経済学的な
アプローチを支持する会員が多数存在してお
り，また歴史研究を軽視する風潮も強まって
いて，本学会の統計学史研究の成果が会員内
で十分に共有・活用されていないことも事実
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である。そこで，最後に経済統計学会におけ
る統計学史研究の課題について私見を提示し
ておきたい。
　前項で指摘したとおり，数理統計学の現状
に鑑みれば，推測統計学や計量経済学に対す
る批判的な観点からの歴史研究は全く時宜に
かなったものである。したがって，経済統計
学会における統計学史研究の課題の第1は，
推計学批判の伝統を発展させて現代の数理統
計学・確率論が抱える問題に即した学史研究
を進めることにあるだろう。第2の課題は，
本学会の社会統計学史の豊富な成果を山積す
る現代の統計利用，統計作成・調査の課題と
関わらせて展開することである。第3の課題は，
学界および社会でユニークな意義をもってい
る本学会における統計学史研究の蓄積を学会
外，とりわけ海外に対して積極的に発信し，
学会外のグループと交流をもつことで研究の
より一層の展開を目指すことである。
　上述の通り，現在は，統計学・統計の課題
に対して統計学史的にアプローチする重要性
がこれまでになく高まっている時期である。
本学会における統計学史研究が進展し，その
成果が学会全体で積極的に活用されることに
よって，本学会の存在目的である「社会科学
に基礎をおいた統計理論の研究」がより高度
に展開されることを期待する。
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コメント
木　村　和　範

1．現実の社会が提起する問題とそれにかん
する先行研究（学説史研究）とが交差すること

によって社会科学的研究は深められる。一般
に社会科学の研究において学説史が重んじら



304　　　『統計学』第90号　2006年

れるのは先行研究のなかに現代の問題を解く
ヒントが潜んでいるからである。芝村良会員
が指摘しているように，本学会は学説史研究
を重視してきたが，それは，本学会が「社会
科学を基礎におく統計学」の名のもとに創設
された，社会科学的研究を志向する学術団体
だからである。その理論的発展を願う統計学
が社会科学に属する学問である以上，学説史
の研究をしかるべく位置づけるのは，経済学
を含むその他の社会科学関連の学術団体と同
様である。しかし，他方で，学説史研究は直
接的に現実の問題と切り結ぶことが希薄であ
る場合もあり，当面する問題の研究から見れ
ば迂遠なものと誤解されたり敬遠されたりす
ることも少なくない。機関誌『統計学』の創
刊50周年を祝う節目で，これまでの記念号
と同様に「統計学史」が独立の章として位置
づけられ，それに応える形で芝村会員の原稿
が掲載されたことは，この後も，本会が学説
史研究に意義を認める学会であり続けたいと
いう願いの発露である。この願いの実現を率
直に喜ぶ。

2．膨大な関連文献を7つの分野に分類整理
したことについて，評者は芝村会員にたいし
て感謝と敬意を表する。本学会会員の業績に
偏することなく，国の内外における関連文献
をできるだけ多く渉猟した芝村会員の努力は
尊い。収録された外国語文献は基本的には英
文単行本に限定されているが，紙幅の制約上，
やむを得ないことであろう。この後，それぞ

れの分野にかんする学説史的研究を深めよう
とすれば，それらの著作に収録されている文
献目録を参照することになる。一般に，海外
での研究動向はこの国における研究のあり方
を反省的に思索するときの刺激となる。統計
学も同様である。分野によって濃淡はありつ
つも，アメリカやイギリスは元より，ドイツ，
フランス，イタリア，ロシア（旧ソ連），中国，
北欧諸国などの諸外国あるいはアジアの国々，
さらにはさまざまな国際機関や海外の学術団
体で展開された統計理論を見極めながら，本
学会会員の研究が進展してきたというこれま
での経緯に思いを馳せるとき，海外における
学説史研究の動向に継続的に注意を払うこと
の重要性は明らかである。芝村会員の手にな
る文献目録は，そのような研究に手がかりと
なる。

3．芝村会員は今後の学史研究の課題のとし
て，①現在受容されている数理統計や確率の
諸理論にかんする学説史的研究の深化，②現
代社会が提起する社会問題・経済問題との関
連が鮮明となるような学説史研究の展開，③
本会の特徴の一つと目される学説史研究を，
国や学会の内外を問わず，積極的に発信する
ことの3点を指摘している。どれ一つをとっ
ても一朝一夕には実現しないであろう。しか
し，この課題を意識して学説史を研究するか
しないかでは，その結果がずいぶんと異なる
ことは明らかである。芝村会員が提起する課
題は，誠に大きく重い。



はじめに

　社会事象の実践的な課題が社会科学の研究
方法を規定することは，社会科学としての統
計学の現代的な展開にとっても成立する基本
命題である。本章では，先進主要国における
伝統型人口センサスの危機的な状況と新しい
様式の人口センサスの出現・展開状況に眼を
むけることによって，人口センサスの方法転
換（Methodenwechsel）問題が，政府の統計政
策と統計研究に迫っている実践的理論的な意
義と課題を考察する。それは，第1に人口セ
ンサスが社会統計体系の歴史的論理的な基本
型であって，社会統計学も，ドイツ社会統計
学や蜷川理論に見られるように，センサス統
計の生成と確立を実践的な契機として体系的
に成立しているからである。さらに，人口セ
ンサスの方法転換過程は，これまでの伝統的
な全数調査型センサスとは統計情報の生成過
程が基本的に異なるセンサス様式を生成する。
それは，一方では，人口センサスの情報的技
術的な性格と社会的な適合性にかかわる問題
点を内包し，他方では，これまで自明の前提
として顧みられることがなかった統計目的と
統計情報の社会認識論的な特質をきわだたせ
ている。したがって，方法転換問題が提起す
る社会統計学の基本論点を考察することは，
センサス統計（悉皆大量観察）を考察の対象と
して成立した蜷川虎三『統計利用における基

本問題』と大屋祐雪『統計情報論』の方法的
な有効性を問う好個の機会を提供している。
本章は，社会科学としての統計学の「継承と
発展」をはかるための一試論である。

１．伝統型人口センサスの社会
的な限界とセンサス様式の
転換方向

　周知のように，人口センサスは，人口事象
を規定する基本的な要因を総体的で構造的に
把握する統計調査である。したがって，それ
は，人口の規模と構成にかんする一定の自然
的社会的標識を系統的にそなえていなければ
ならない。そして，人口センサスの基本原則
（一般性，完全性，同時性）として定立されて
いるセンサスの「基本的な特徴」は，つぎの
ようである。
　「『Redfern報告』は，調査型センサスの『主
要な特徴』＝『センサス方法の本質的な長所」
として，①センサス情報が全国的な同時性と
全面性，および細密な地域区分性をそなえて
いること，②『いろいろな個別単位（個人，
家族，世帯，単位住宅，ときには建物）間の
関係が明確であること』，および③包括的な
調査標識が統計単位（個人，世帯，単位住宅，
建物）において組織的に結合されていること
を指摘している。したがって，調査型センサ
スは，人口規模と人口構成および住宅事情に
かんする『統計の基本フレーム』を与え，『す

第24章　人口センサスの方法転換問題と
統計学研究の課題

濱　砂　敬　郎

　　　305



306　　　『統計学』第90号　2006年

べての地理的な単位にたいする統計の基石』
を設定することによって，『その利用（財政計
画，国家資源の配分，選挙区と議員定数の確
定等，地方自体の公式人口の推定等）は政治
的に注目され』，また『年々増加する」新し
い統計需要に答えてきている」（濱砂2005a，
p.10－11）
　人口センサスの基本原則は，近代の統計史
において確立されてきたセンサス統計の要件
である。しかし，基本原則を充足する調査員
実査による全数調査型の人口センサスは，こ
んにち国際的な政府統計関係者の世界では，
伝統型人口センサス（traditonal or convention-

al census）と呼称されている。それは，北欧
諸国やベネルックス3国はもとより，2010年
までに，先進主要国のなかで，英米両国，フ
ランスおよびドイツが，それとは大きく異な
るセンサス様式に転換することが明らかに
なってきているからである。われわれは，セ
ンサス革命（Census Revolution）（UNE. Statisi-

tics Division, 2004, p.5）と形容されるような人
口センサスの方法転換（Methodenwechsel）過
程を，欧州共同体統計局のRedfern報告『15

カ国の人口・住宅センサスにおける最近の経
験と将来計画にかんする調査研究』（1983年，
85年，86年）（Redpern, P.1986）に遡ることが
できる。Redfern報告の社会的な背景である
統計事象は，オランダとドイツにおける
1981・83年センサス中止問題と北欧諸国に
おける行政登録簿型センサスの出現・展開で
あって，それが，同報告に問題意識の大きさ
と深刻さを与えている。
　Redfern報告が先進的に指摘しているよう
に，人口センサスの社会的な存立基盤を脅か
すことによって，その方法転換を迫っている
社会経済的な動因は⑴統計調査環境の悪化現
象，⑵センサス経費の増大と地方統計機構の
脆弱化，および⑶政府各省庁における行政登

録簿情報の集積とその処理システムの電子工
学的な自動化である。欧米諸国の伝統型人口
センサスは，1980年代から1990年代にかけ
て危機状況に直面し，わが国においても，そ
れは，1970年代から表面化し，今回の国勢
調査（2005年 10月 1日）は，これまで経験し
なかったような統計調査環境の悪化状況と調
査員調査の難航状況にみまわれている。そし
て，このような伝統型センサスの社会経済的
な限界状況に対応するために，人口センサス
の新しい実践的理論的な課題について，わが
国の政府統計の関係者や統計研究者によって，
つぎのような指摘がなされ，欧米諸国では，
方法的な改善・変更措置がとられ，また新し
いセンサス様式への転換が進められている
（濱砂，2005c）。

1.1　 世帯構成を把握する困難性と世帯
概念の変容

　現行の生計世帯概念（Economical Haushold）
は，核家族（夫婦子供4人の標準世帯）が設定
の基準である。しかし，統計調査環境の危機
的な状況と家族生活の著しい多様化は，調査
員調査の「実査能力」にたいする社会的制約
と相まって，世帯構成を正確に把握すること
を困難にしている。わが国では，世帯概念の
検討を求める発言がなされ，欧米諸国のセン
サスでは，さらに生計世帯概念を放棄し，居
住世帯概念（Housing Haushold：同一住宅の
居住者全員が一つの世帯を形成）に移行する
傾向が見られる。また，統計登録簿型センサ
スも，住民登録簿の行政的な関心が世帯構成
ではなく，個人の居住関係と親族関係におか
れているために，居住世帯概念をもちいてい
る。いずれにしても，世帯概念の変容は，既
存の社会統計群との整合性を確保する問題点
を提起している。
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1.2　 常住地概念と人口の過少・過大把
握問題（実査の困難化と調査漏れ）

　人口過少・過大把握の社会的な要因につい
ては，わが国では，これまで大きな論点には
なっていないが，欧米諸国では，「常住地」
概念では捉えがたい社会層の拡大が，地理的
な単位と人口の概念規定（法定人口等）の検討
を迫っている。
　とくにアメリカでは，「根強い差別的な過
小把握問題（differential underaccount）は，セ
ンサスの最も重要な挑戦的な課題であって」，
2010年人口センサスでは，全数調査的な性
格を徹底する方途が計画されている（Preston, 

J.W., 2000）。それは，調査事項を，人口学的
標識（現行センサス基本票（short form）の6項
目）に極限し，精密な地理・住所リストの精
製と実査体制の IT化によって，対象世帯の
所在を精査する「未回答者追跡システム
（Form Tracking System）」である。また，ド
イツの統計登録簿型センサスでは，常住地概
念から居住権者（住民登録簿や外国人居住者
名簿の被登録者）概念に移行するが，複数住
宅居住者層と外国移住者層の過大把握を除去
することが方法的な課題となっている（濱砂，
2000）。

1.3　 産業・就業構造の複雑化と経済分
類の有効性

　今回の国勢調査では，雇用関係と就業形態
が乖離する派遣労働者の職業・産業を正確に
捉えることが要望されている。また，地方自
治体段階の詳細集計のためには，職業と産業
の格付け作業が，予算の制約から容易でない
と報告され，通学者や職業兼業者の回答方法
の説明を改善する要求も提出されている。他
方，欧米諸国でも，「第4次産業」や「第5次
産業」の発生に見られるような産業構造の高
度化にたいして，「産業・職業にかんする情

報を与える分類の次元」において検討するこ
とが進められている。

1.4　 統計調査環境の悪化と調査員調査
型人口センサスの社会的な限界

　欧米諸国では，データ保護問題に見られる
ように，調査非協力・拒否意識の浸透が伝統
型センサスにたいする市民の受容度（Public 

Relation）を低下させていることが，センサス
方法の基本的な転換を迫る社会的な動因であ
る。平成17年国勢調査のための第3次試験調
査でも，「調査困難な世帯数」が23.5％であっ
て，調査不能世帯数の大きさにたいして，行
政記録（登録簿）の活用や調査方法の検討も議
論に登っていた。そして，国勢調査にたいす
る社会的受容度を高めるための措置が精力的
に展開されたにもかかわらず，実査過程は難
航し，総務省は調査方法を「基本的に見直す」
という声明を発表している。

1.5　 センサス経費の増大と統計機構
（地方自治体）の脆弱化

　わが国では，調査環境の悪化現象を反射し
て，実査体制の組織化，とくに調査員の選任・
配置と実査の補完，さらには安全確保措置が
地方自治体の大きな課題となっている。欧米
諸国では，調査環境の悪化を反映する実査経
費の増大が財政の硬直化・緊縮化問題を背景
として，人口センサスの「機構・体制（logis-

tics）」，とくに地方統計機構を脆弱化させる
社会経済的な動因となっている。1980年代
におけるオランダとドイツの人口センサスの
中止ないし破綻は，その劇的な典型事例であ
る（濱砂1990）。また，英米両国では，調査
経費を圧縮するために，郵送調査法を重用し，
調査事項を圧縮することがセンサス改編の基
調である。さらにフランスでは，センサス経
費の節減と時間的な平準化をはかるために，
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すでに2003年に輪番標本調査型のセンサス
が開始されている（Vitrano F.A., 2005，西村，
2004）。

1.6　 センサスの社会的コスト（秘密保
護措置の厳密化）の重圧と全数性
確保の困難化

　平成17年国勢調査では，調査票を調査員
の審査・整理手続きを経ないで返送する封入
用封筒が本格的に導入された。とくに大都市
部におけるその全面的な採用（例：横浜市の
全世帯封入封筒提出方式），さらには未回答
を容認し，「空白票」を「調査拒否」として
再調査しない措置によって，全数性を確保す
ることが危ぶまれている。欧州諸国では，ド
イツの1987年センサスにおいて，国民の「防
衛的な行動」が発生させた大量の郵送返却票
が，地方自治体の労力的組織的な負荷と実査
経費の負担を急増させることによって，伝統
的型センサスが断念される「衝撃的な要因」
となっている。そして，センサスにたいする
「国民感情のような予測できない問題」を回
避し，センサス経費を節減するために，統計
登録簿型センサスへの移行が進められている。
それは，センサスにたいする社会的な受容度
を確保するための法制的技術的な措置そのも
のが，調査型センサスの社会経済的限界を顕
在化させる誘因となったことを物語っている
（濱砂，1990，第7章，2005a）。

２．人口センサスの方法転換過
程が提起する理論的実践的
な課題

　人口センサスの方法転換過程における
Redfern報告の先進的な意義は，伝統型人口
センサスの社会的な存立基盤を脅かす三つの
社会経済的動因（①統計調査環境の悪化現象，

②センサス経費の増大と地方統計機構の脆弱
化，および③政府各省庁における行政登録簿
情報の集積とその処理システムの電子工学的
な自動化）を指摘するだけでなくて，それを，
センサス様式の「自己変革」ないしは転換を
うながす統計作成論と統計政策論の理論的実
践的な課題として再措定していることである。
すなわち，三つの動因は，それぞれ⑴人口セ
ンサスの社会的受容性（Problem der Gebiete 

Public Relation, Akzeptanz），⑵センサスの機
構・体制的な条件（Problem der Gebiete Logis-

tik），および⑶行政登録簿型センサスが成立
する情報的技術的な条件（①統一的な個人識
別番号制，②行政登録簿の統合システム，③
住所情報の経常的な更新性）に定式化されて
いる。そして，課題⑶は，調査型センサスと
登録簿型センサスがまったく異質の統計作成
過程であることから，センサスの統計目的（以
下ではセンサス目的と略称）と情報性格をセ
ンサス研究の基本的な論点として提起する。
また，それは，課題⑴と⑵をあわせて考慮す
ると，センサス目的とその情報性格にふさわ
しい統計システム（統計作成と統計制度）の内
実，さらにはその社会システムへの適合性を
明らかにすることを統計研究に迫っている。
センサス（悉皆大量観察）を「統計調査の基本
形態」として成立した蜷川理論と大屋理論の
社会的な意義と理論的な有効性を検証する所
以である。

＊　　　　　＊　　　　　＊
　はじめに，センサス目的の内容とセンサス
統計の情報性格を考察するための手掛かりと
して，EUの2001年人口センサス指針（Euro-

stat, 1997）を見てみよう。指針は，統計登録
簿型センサスを人口センサスの一つの方法と
して公認するとともに，センサスがそなえな
ければならない 3つの基本原則，①一般性
（Universalität），②完全性（Vollständigkeit），
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および③同時性（Gleichzeitigkeit）の原則を設
定する。それが，伝統型センサスを「一般的
なセンサス（Allgemeine Volkszählung）」とし
て，統計登録簿型センサスに要請すべき基準
として提示されていることは，それまでの
ECの人口センサス指針（1991年，1981年）と
比較することによって明らかである。しかし，
基本原則が，指針にもりこまれるに至った経
過と，原則の内容については記述されていな
いから，それを明らかにするために，国際連
合「人口センサスにかんする原則と勧告」が
挙示する「センサスの本質的な特徴」と対照
し て み よ う（U.N. Statisitics Division, 1998, 

p.18－19）（別表参照）。対照によって，完全性
の原則は，後者の「個別調査（全数性と完全
性）」と「領土内一般性（全数性）」の原則に
対応しているから，「一定の調査事項を，領
土内のすべての個人・世帯・住宅単位につい
て各個に調査」し，また，同時性の原則は，「一
定の時点（調査時点）を定めて，その時点にお
ける実態を即時的に把握する」調査方法的な
基準であることが確認できよう。
　一般性の原則については，EU指針を策定
するための方法プロジェクトの報告や議事録

等において，行政登録簿における個別情報の
「有効性（Validität）」と「概念調整や概念の一
貫性の確保」，さらには「個人や世帯にかん
する記載情報が実態の変化に対応する」可能
性等が，統計登録簿型人口センサスの課題と
して討論されている（Casimiro, F.S., 1996）。
したがって，一般性の原則では，センサス目
的が「特定の個体の特殊性」を把握すること
にはないから，センサスの対象＝社会事象に
たいする行政政登録簿の実態反映性が問われ
ている。それは，センサス目的とその対象規
定そのものにかかわる原則論的な課題である。
（註）　総務省統計局のホームページ：Census Parkに
掲載されている「近代人口センサスの基本的な要
件」が示唆に富むから，それを別表に付している。

　つぎに，センサスの基本原則が提起する社
会認識論的な方法論理を明確にするために，
行政登録簿とセンサス統計を比較して考察す
る。比較考察によって，両者の情報の性格と
機能が，それぞれの目的に応じて異なること
を明らかにし，統計登録簿型人口センサスの
方法的な問題点を浮き彫りにすることができ
るとおもわれるからである。ここでは，具体
的な技術的組織的な原則である同時性の原則
から論述して行こう。
　センサス統計は，センサス目的にそって社
会事象の規模と構造に接近するために，一定
の期間存続する社会的個体の総体を全体集団
と部分集団として把握する。個人・世帯や企
業のような社会的個体を統計単位として，特
定の基本標識によって集団的に総括すること
によって，その自然的社会的属性が静態量と
して計量される。そのためには，社会事象の
存在が歴史的社会的に規定された空間領域に
おいて，全数調査が一定の時期＝調査時点を
設定して，全国的に一斉に実施されなければ
ならない。被調査者の回答＝申告も，調査時
点の実態について行われるから，申告期間が，

別表：人口センサスの原則（EU指針と国連勧告）

AEU2000年PC指針（97年） B国連原則・勧告（98年）

⑴一般性　　　　？
　（Allgemeinheit）

⑴個別調査（全数性）
　（individual enumeration）

⑵完全性（Vollständigkeit）
　全数性
　完全性

⑵一定の領土内での一般性
　（Universality within
　a defined territory）（全数性）
　（→05年勧告では包括性）

⑶同時性（Gleichzeitigkeit）　⑶同時性（Simultaneity）

⑷一定の周期性
　（defined periodicity）

参考資料：（総務省統計局HP：Census Parkより）
　㈢近代人口センサスの基本的な要件
⑴ 特定の個々のものをコントロールするものではないこと（一
般性）
⑵調査対象のすべてを数え上げること（全数性）
⑶特定の時点における調べであること（同時性）
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調査時点の近傍期間に斉一的に設定されるこ
とによって，申告情報の同時的な実態性が確
保される。センサスにおける申告の同時性＝
静態性は，センサス統計が成立する技術的組
織的な要件である。
　統計登録簿型人口センサスの同時性は，登
録簿に記載されている個別データセットを定
められたセンサス期日に斉一的に抽出＝転写
することによって形式的には確保される。し
かし，行政登録簿の登録様式は，実態的な同
時性を実質的に保障しない。行政登録簿の基
本的な課題は，社会的個体の個別的な政治的
経済的な権益関係と義務関係を公的に確認し，
それを証明，保障ないしは履行することであ
る（例えば徳永，高橋，1965，Griffin, T.，1999）。
政治的経済的な権益・義務関係が，社会的個
体ごとに区々に発生，ないしは消滅し，その
申告・登録行為も個別的かつ散発的に生起す
ることは，同時性の原則を妨げることにはな
らない。しかし，申告すべき権益・義務関係
の発生と申告行為，および申告行為と認証手
続きの間には時間差があって，情報技術の革
新によって短縮されるけれども，全く解消さ
れることはあり得ない。それは，統計調査と
は異なる行政登録簿の申告様式に起因する問
題点であって，行政登録簿情報をセンサス情
報に転化するために克服しなければならない
方法的な課題である。また，行政登録簿によっ
て申告時点と申告期間が相違することは，登
録簿型センサスが同時性の原則を確保するこ
とを困難にする一層大きな行政的な要因であ
る。
　つぎに，完全性の原則については，どうで
あろうか。
　センサスの調査対象は，調査目的に対応す
る社会事象の規模と構造である。したがって
センサスは，目的規定にしたがって，社会事
象が歴史的に規定される空間領域を境界づけ，

社会事象を担うすべての社会的個体と，その
自然的社会的な属性を把握しなければならな
い。一般に，社会的個体が存在する対象地域
とそれに属する調査標識が，それぞれ調査の
範囲と調査内容と呼称されている。両者を完
全かつ正確に把握することが，それぞれ全数
性（Vollzähligkeit）の原則と狭義の完全性
（Vollständikeit）の原則であって，両者が，完
全性の原則を構成する。したがって，センサ
スの調査標識群が，社会事象の総体性と構造
性を統計的に反映するためには，それなりの
実態的な系統性を備えていなければならない。
しかし，個人名や出生日（年齢ではなく）等の
個人識別標識は，センサス目的に対応する調
査標識となることはほとんどなく，調査手続
きが円滑に進行するための補助標識にすぎな
い。また，センサス情報の完全性を確保する
ために，すべての調査標識にかんする申告が
要請されるが，調査不能や調査拒否によって
発生する未回答者と未回答項目は，「分類不
詳」として処理される。それは，センサス目
的が社会事象全体の把握にあって，個別的な
権益・義務関係を確認・証明することではな
いからである。
　他方，社会的個体の個別的な権利・義務関
係を記録し，公証することが，行政登録簿の
必要かつ十分な機能であるから，特殊な行政
目的に対応して，特定の行政手続きと行政措
置を執るために必要な個別情報が記載される。
それは，登録対象者を一義的に判別するため
に，記載に曖昧さ，多義性や不明さは認めら
れないから，「不明」な事案であっても，職
務権限によって，登録者と登録事項が個別的
に「完全に確定」されなければならない。し
たがって，社会認識のためには重要性をもた
ない個人名や出生日（年齢ではなく）等が，識
別情報としては決定的に重要であって，逆に
所得等その他の社会的に重要な属性でも，登
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録簿情報としてもちいられるときには，行政
目的に応じて，社会的な実態性を喪失してい
ることも少なくない。
　また，調査範囲についても，行政登録簿の
記載対象者は，特殊な行政目的によって限定
された社会層である。したがって，行政登録
簿の集計計算によって生成する数量的な社会
概念が，それに対応する統計概念の定義およ
び範囲と著しく異なっていることも，稀では
ない。ゆえに，登録簿情報の即自的に個別的
な性格を，それを媒介して社会認識に総括さ
れる統計単位情報に転換するためには，統計
目的の観点から，登録簿の個別情報を審査し
統合することが必要である。これは，「方法
転換」の基本的課題の一つである。
　最後に，センサス目的は，「特定の個々の
ものをコントロール」することではないから，
特定の政治的経済的な権利・義務関係とは分
離して設定されなければならない。したがっ
て，センサス統計は，特殊な行政目的と行政
手続きには直接的にとらわれないで，社会事
象の総体にかんする全体認識として，一般性
の原則をそなえていなければならない。他方，
行政登録簿では，行政目的の特殊性と，それ
に対応する行政手続きが特定の政治的経済的
な権利関係や義務関係によって規制されるか
ら，同一の個別情報であっても，異なる情報
性格と情報機能を具有する。例えば，人口セ
ンサスでは，基本的な調査標識として性別が
設問されているが，それは個々人の性に関心
があるからでもなく，また個人の識別に利用
するためでもなく，性別・性差がもたらす社
会問題に基本的な関心があるからである。こ
こでは，個人は性差的な社会事象の担い手と
して匿名的である。他方，住民登録簿では，
個人の性がその者を確認する基本的な識別情
報であり，また個人の性によって異なる個別
的な権利義務関係の発生と消滅を確定する判

定情報である。同様に，個人の生年月日につ
いても，センサスの基本的な関心は人口の年
齢別構成であって，それが個人の識別情報と
して機能しないことは，内外のセンサスの設
問内容から明らかである。しかし，行政登録
簿では，それが重要な個人識別情報であって，
個人の権利・義務関係の存否にかかわる判定
情報である。
　もちろん，特別な行政目的に沿って，行財
政政策を実施するための行政登録簿が設定さ
れるときには，その前段として，行財政政策
が行使される対象領域を包摂する社会事象の
全体認識が得られていなければならない。し
かし，そのような全体認識にもとづいて，行
政目的と政策的な措置・手続きが法制的に規
定されると，それが逆に，行財政政策が行使
される社会的個体を確定する基準となって，
該当性を確認するための名簿＝登録簿が設定
される。そのために，行政登録簿の設定では，
行政目的とそのための手続き・措置にたいす
る適用性を即自的かつ機械的に判定するため
に，社会的個体の自然的社会的な属性が登録
事項として規定される。それは，行財政政策
が成立する社会事象全体にかんする認識情報
ではなく，政府の政策行為が直接的にかかわ
る社会的個体の権利と義務を，形式的一義的
に確定するための識別情報である。したがっ
て，特殊な行政目的に対応する行政登録簿で
は，行政目的を措定させた社会経済的な事象
にたいする全体的な社会認識は後景に退き，
行政措置と行政手続きを取るために必要な個
別的な識別情報が配列されている。このよう
な観点から，記載情報の一義性が求められ，
「不明」な事案であっても，職権による記載
が行われることは，上述の通りである。
　また，行政登録簿は，社会的個体の政治経
済的利害関係にかかわっているから，登録簿
に記載されている個別情報が社会的な実態性
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を歪めたり，それから乖離することによって，
系統的な「誤差」をはらむことも少なくない。
さらに登録対象者の社会的な実態にそぐわな
い記載情報でも，それを「既成の事実」とし
て，政治的経済的な権利・義務関係が積み重
ねられていくことは，日常的な社会現象であ
る。したがって，行政登録簿の個別情報を統
計単位情報に転化するためには，登録簿の記
載情報が，センサスが対象とする社会事象の
実態次元において，その「客観性」を検証さ
れなければならない。
　ところで，統計情報も，行政過程としての
統計機構によって，しかも行政の基礎情報と
して作成されるかぎり，特殊な行政情報であ
る。それが政府の政治目的によって規定され
る調査目的を実現する社会情報であるからで
ある。しかし，統計情報の統計たる根拠は，
特殊な行政執行や行政手続きに直結する個別
情報ではなく，社会事象全体にかかわる集団
的な情報であって，行財政政策の「基礎情報」
となる社会認識的な性格を情報性格として帯
びていることである。統計情報の総体的な社
会性については，さらに次節において考察を
深めるが，行政登録簿情報とは異なって，セ
ンサス統計が特殊な行政目的と行政手続きに
直接的にとらわれないところに，社会認識情
報としての「一般性」と「実態性」がある。
したがって，行政登録簿における特殊行政的
な個別情報を，社会事象の全体認識にかかわ
る統計単位情報に転化するために，行政登録
簿情報の特殊目的性をぬぐいさり，より客観
的な実態性に接近させる認識行程が必要であ
る。

３．人口センサスの方法転換問
題と統計研究

　本節では，人口センサスにおける方法転換

過程の理論的実践的な意義を確認するために，
センサスの基本原則と，蜷川理論および大屋
理論との関連性を考察する。蜷川理論は，社
会科学的な統計利用方法論を構築するための
特定の観点から，大量観察法に接近している。
それにたいして，大屋理論は統計調査論の観
点から，センサス目的とセンサス情報の関連
性を構造的に洞察することによって，方法転
換過程を正面から把握する視座を与えている
から，ここでは大屋理論と方法転換問題の関
連性から明らかにしていこう。
　『統計情報論』（大屋，1995）では，人口セ
ンサスの情報性格は，①人口事象の問題性（対
象性），②センサス目的，③統計情報の表形
式および④統計調査環境によって規定される。
人口事象の指標にかかわる調査標識の体系は，
積極的には人口事象の対象性とセンサス目的
にそって設定される。
　「社会経済的属性にもとづく指標概念を総
体像の側面として人口モザイクを構成するこ
とは，複雑多岐な社会経済の連関性のゆえに，
きわめて高度な思考を必要とする。したがっ
て人口にかぎらず総体としての社会現象の統
計的把握には，その総体像と指標概念をめぐ
る理解の対抗がつねにともなう。
　調査計画にさいして統計家は，理論と経験
にもとづいて，…＜中略：指標概念による理
論的模像をつくるための認識作業の具体的記
述＞…。彼はこうして統計の対象になるであ
ろう社会現象の目的像を精神的にわがもにし
ていく。したがって彼が選び用いる諸概念が
現象の本質面をどれだけ内包したものである
かに応じて，またそれらの諸概念で総体像を
再現するときの複合が調査目的にとって適切
妥当な裁量であるかどうかによって，彼が構
想した理論的模像とが対象的存在（社会現象）
のよい目的像であるかどうかがきまる。
　ここで対象的存在を規定する諸概念はいう
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までもなく社会科学のそれであるから，その
複合である模像も援用される社会科学の理論
的性格を不可避的にもつことになる。統計の
理論的性格はここにその源を発する」（大屋，
1995，p.42）。
　人口事象は総体的な社会過程であるから，
それを全体的に認識するためには，社会科学
的な概念把握が必要である。ゆえに，調査対
象である人口事象の構造的な総体性を，調査
目的にしたがって調査標識に媒介するすため
には，調査対象を把握する概念の複合操作が
思考過程として措定されている。そのことが，
調査標識の系統的な組織性を，合目的的に，
ないしは客観的に確保する調査方法的な根拠
であって，センサスの基本原則（とくに一般
性と完全性の原則）の理論的な内実を形作る。
したがって，概念複合論は，人口センサスに
おける方法転換過程の理論的技術的な方向性
（調査事項の削減，伝統型センサスの輪番標
本型センサス化等）と人口センサスの3原則
の関連性を考察するための視点を与えている。
具体的には，調査標識の削減は，概念複合の
思考過程によって導かれる指標概念の組織・
系統性にたいして，断片的で恣意的な「間引
き」であってならず，調査標識群（①人口学
的標識，②社会経済的標識，，③住宅，④教育，
⑤交通，⑥その他（人種等））の調査目的にた
いする合目的性と人口事象にたいする対象性
にそくして進められなければならない。この
ように考えてくると，アメリカの2010年セ
ンサス計画は，同時性の確保に難点があると
はいえ，方法転換の社会経済的動因に対応す
るための現代的な人口センサスの一つの方向
性として評価されなければならないであろう。
それは，センサスの調査標識を人口学的標識
に限定することによって全数性を確保し，そ
の他の調査標識群を経常的な大規模標本調査
（American Community Survey：25万標本世

帯で2ヶ月周期）に委ね，それを基本標識型
センサスと結合することによって，センサス
の「再構築（re－engineered census）」をはか
る試みである（Vitrano, F.A., 2005，エリス，
2004）。他方，フランスの輪番標本型センサ
スは，全国を5つの調査区に区分し，年々一
つの調査区群ごとに「センサス」を実施して
いくローリングセンサスである。それは，セ
ンサスの基本原則（全数性・同時性）を完全に
放棄するから，人口センサスのあり方に大き
な問題点を提起している（西村，2004）。われ
われは，その成り行きに，アメリカやイギリ
スのセンサスとは異なる意味において，注目
しなければならないであろう。
　つぎに，統計登録簿型人口センサスは，ど
のようであろうか。
　センサス情報と行政登録簿情報の差異性は，
人口統計登録簿の社会認識論的な論理構造を
明らかにすることを，統計研究の新しい理論
的実践的な課題として提起する。行政登録簿
型人口センサスでは，人口統計登録簿の設定
が決定的な統計作成過程であって，情報的技
術的かつ社会的制度的に統計システムに内装
されなければならないからである。登録簿型
センサスでは，行政登録簿に記載されている
個別データセットを，所定のセンサス期日に，
斉一的に抽出＝転写することによって，「統
計集団」が形式的には生成する。しかし，先
節において明らかにしたように，人口センサ
スの基本原則を確保するためには，行政登録
簿情報をセンサス情報に転換する方法的な過
程が必要である。その情報的技術的な困難性
を，「流動的で多様な実態」にかかわる調査
標識については，全数調査を含む補足調査が
実施されていることが物語っている。ここで
は，データ連結（Data Linkage）の指導理論と
技術的な方法手続きが，登録簿型センサスに
特有な方法として展開されるためには，とく
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に一般性の原則について，統計調査論におけ
る概念複合論が導きの糸として踏まえなけれ
ばならないであろう（Redfern, P., 1986）。また，
北欧諸国と先進主要国では，行政登録簿をめ
ぐる政治的社会的な事情が大きく異なるから，
「個人を登録化し目録化」する人口統計登録
簿が統計システムとして受容される社会的な
条件を析出することが，社会科学的な統計研
究の重要な実践的課題となってこよう。
　ところで，大屋理論によると，センサスの
主要な規定的要因は，センサス目的であって
それは，基本的には，『国家目的』によって
基礎づけられる。
　「国家目的とはなにか，それは国家論の課
題であって，わたくしがよく説明できること
ではないが，政府が国家目的の担い手として
現行の社会体制を維持，発展させるべく，もっ
ぱら努めていることは，まぎれもない歴史的
事実であり，そのために政府が支配領域にか
んする各種の情報を必要としていることも疑
いのないところである。政府の統計調査もそ
のような情報の一形態としての統計の獲得を
目的とするものであるから，政府統計の調査
目的は国家目的の統計における現われとみな
ければならない。換言すれば社会的顕著事項
にたいする国家目的に沿う統計需要の形式が
統計家を規制する調査目的の社会体制的側面
であり，需要される統計形態，すなわち関心
がもたれる特定の集団と部分集団について，
それらの数量的特徴を特定の統計的表章に
よって獲得すること，この後者がすなわち調
査目的の抽象的一般的側面の規定にほかなら
ない」（大屋，1995，p.58）
　他方，行政登録簿の策定目的も，基本的に
は国家目的によって規制されるから，人口セ
ンサスの目的を実現するセンサス統計にふさ
わしいセンサスシステムを構想するためには，
センサス目的の具体的な内実が考察されなけ

ればならない。さらに人口センサスを基点と
する社会統計群のいろいろな調査目的が各個
に相互関連性をもって明らかにされることに
よって，センサス体系を規定するセンサス目
的の具体的な体系相が浮き彫りにされなけれ
ばならない。それは，センサス統計の目的体
系に対応する合理的な統計システムを構想す
るための統計体系論的な現代的な視角を与え
ている。さらに，センサスシステムの政治制
度的な条件と社会経済的な条件にたいする適
合性が検証されることによって，統計制度論
を展開する展望を得ることができよう。とく
に人口センサスの現代的な社会的受容度を確
保するためには，人口センサスだけでなくて，
社会統計体系，さらには統計制度の公共的な
客観性が問われていることは，人口センサス
の基本原則およびその対象性と合目的性に内
発する統計政策論の大きな課題である。国際
連合のCore National Data Set構想が人口セン
サスと統計体系の再編成論において提起され
ていることは，その証左である（U.N. 

Statisitics Division, 2004, p.4）。また，統計登
録簿が行政登録簿群から分離され，統計登録
簿群の統合的な遮蔽化によって，統計機構の
政治的な「独立性と中立性」が確保されなけ
ればならない統計登録簿型統計機構の出現は，
統計政策の方向性に大きな示唆を与えている。
そして，行政登録簿と統計登録簿の作成目的
と情報性格が大きく相違することは，デン
マークの統計機構のように，統計官庁が一般
の政府省庁から独立する根拠を，プライバ
シー問題にかかわる法律的制度的な側面から
だけでなくて，センサス目的やその情報性格
の側面からも考察することを要請している
（工藤，1989，1995）。それはひるがえって，
伝統型センサスが模索する方法転換の方向性
を問う統計政策の現代的な課題でもある。
　つぎに，人口センサスの方法転換問題と蜷



第24章　人口センサスの方法転換問題と統計学研究の課題　　　315

川理論の関連性にかんする考察に進もう。
　蜷川理論では，悉皆大量観察＝センサスの
過程が，理論的過程と技術的過程に分かって
て総括される。とくに，前者では，大量の理
論的把握と大量観察の要素規定を基礎づける
統計調査者の社会理論にたいして，その科学
性を問う信頼性が，統計批判の基準として措
定される。
　「すでに述べたように，大量観察はできる
だけ多数を調べるという意味での大数観察で
はなく，特定の存在としての大量を認識し，
その上でそれを数量的に把握することを目的
している。したがって，なにをどのように大
量として認識するかがそこでの根本問題であ
るが，これは一般に社会認識の問題であって，
とくに大量だからという理由で区別して論じ
られるべきものではない。そのかぎりにおい
て，大量の認識は調査者の社会的立場とその
認識方法に依存している。すなわち，社会関
係をどのように解剖し分析し把握しているか
によって大量それ自体の認識はおのずから異
ならざるをえない。それゆえ，統計は根本的
にはまず調査者のイデオロギーにおいて批判
されなければならない。調査者としてのイデ
オロギーは，なにを大量として認識するかを
規定するとともに，大量をについてどのよう
な集団性を問題にするかを規定するからであ
る」（蜷川，1932，p.73－74）
　ここでは，大量の理論的な把握を方向づけ
る統計調査者の社会的な立場と社会認識に基
本的な関心が向けられている。そのために，
大量（例：失業者集団）を発生させ，大量の社
会的存在を規定する社会関係を内包する社会
事象（例：失業現象）は，統計の対象としては，
考察の枠組みからはずれている。大量＝社会
的集団が統計の対象として捉えられているた
めに，社会的集団に定在を与える複合的な社
会事象が社会科学的な概念によって把握され，

それが大量，さらには大量観察の要素規定に
媒介される概念操作が示されていない。「大
量それ自体の認識」をもたらす統計調査者の
イデオロギーに統計批判の焦点がおかれ，統
計の認識論的な技術構造に意識的な関心が向
けられていないために，大量観察の要素規定
が与えられているにもかかわらず，社会事象
の把握が大量の規定に転形する理論的方法的
な思考過程は考察の後景に退いている。した
がって，蜷川理論は，統計学が社会科学研究
方法論として構想されているにもかかわらず，
社会事象の総体的な構造規定と大量（大量観
察）の要素規定の関係性を問う方法的論理的
な契機をそなえていない。
　センサス統計は，調査対象である社会事象
の構造的な総体性にたいして，調査標識の体
系性をもって対応する。しかし，それは，調
査目的の政治的な指向性にそう概念複合に
よって，指標概念に転形される統計目的像で
ある。概念複合は，社会事象に科学的な抽象
によって接近する認識過程ではないから，「そ
の認識は科学が理想とする対象的存在の総体
性を反映する全一的な模像ではなく，統計目
的を通して選ばれた総体像の局部ないしは局
面にかんする，しかもそれだけに局限された
模像＝概念複合である。総体像のこの理論的
性格から統計の経験批判論的認識性格が不可
避的に派生する」（大屋，1995，p.40）。した
がって，統計情報はそれ自体の具象化と解析
によっては，その対象的な原像を再現するこ
とはできない経験批判論的な認識情報である。
原像＝社会事象の複合的な分析にたいして，
統計情報を有効に利用するためには，社会事
象にかんする「事物論理」的な構造認識が必
要である。ゆえにセンサスの基本原則，とく
に一般性と完全性の原則は，概念複合論に
よって，その理論的な内実性を与えられると
ともに，古くて新しい社会統計学の課題であ
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る統計的認識と社会科学的認識，さらには統
計的検証と歴史的な検証の関連性を改めて問
うている（濱砂，1996）。
　ところで，蜷川理論は，統計調査者とは社
会的な立場が異なる統計利用者の社会科学的
な統計利用を強く意識して構築されているか
ら，統計対象である大量の認識・把握は，①
統計調査者の社会理論・イデオロギー論に
よって規定されると同時に，②統計利用者の
批判・利用目的に耐えうる認識・把握でなけ
ればならない。したがって，センサス目的と
センサス情報は，言うなれば「公共的な客観
性」を備えていなければならず，それにふさ
わしいセンサスシステムと統計制度が構想さ
れなければならない。このような立論は，セ
ンサス目的が基本的には国家目的によって規
定されることをあわせて考慮すると，今日の
統計法や統計制度にかんする改革にたいして，
重要な示唆を与えている。それは，人口セン
サスが，統計調査環境の変容によって，これ
まで依拠してきた社会的な基盤（公権力的な
権威，地域社会の地縁・血縁的な関係）を足
がかりとして統計実査を進めることはできな
くなっているからである。換言すると，伝統
型人口センサスが，政府と国民の現代的な法
律的関係＝申告義務に存立の根拠を求めるた
めには，センサス目的の公共性が，それを支
える政治的な前提条件である。伝統型人口セ
ンサスの危機的な状況において，センサスの
公共的な必要性にかんする社会的な合意が問
われていることは，現代的な統計体系と統計
システムのあり方を問う社会経済的な条件が，
十分に成熟していることを物語っている（濱
砂，1990）。
　われわれは，これまで，人口センサスの方
法転換過程が，統計論，統計作成論および統
計利用論に提起している理論的実践的な課題
を考察してきた。本章の考察は，問題点にか

んする試論的な展開の域を出ていないが，現
代社会における統計実践の国際的な規模と深
刻さは，統計学研究の基底にかかわる論点を
内包していることを予感させる。それを本格
的に解明するためには，文字通り国際的な視
野から，統計実践の現実的な課題と原理探求
的な基本理論を往復する思考作業の重要性が
改めて痛感される。
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「記念号」に欠かせない学問的
性格論

　本「記念号」はこの10年の経済統計学会
の活動を総括するもので，その本学会が経済
統計研究会としての設立当初から続けてきた
学問的性格論争の現在をどう規定するのかが
一切論じられずに「記念号」が成立するわけ
にはいかない。日本統計学会と区別された経
済統計学会としては，である。
　とりわけ，本テーマは日常的な論争の難し
いものであるだけに，この「記念号」という
場は特別に重要な位置を占めている。そして，
もしそうであれば，今回もここで議論を行な
う出発点は前号の到達点をどう評価するかと
いうこととなろう。今号掲載の浜砂論文には
前号「記念号」への言及が一切ないが，それ
でも本テーマと接続可能な内容が含まれてい
る。したがって，ここでは，浜砂論文におい
て本テーマと連続する部分を先に論じ，その
後に前「記念号」での本テーマの諸論文に言
及することとしたい。その筋で双方の関係，
位置づけについて論ずることができるように
思われるからである。

大屋理論と蜷川理論の接続と統合

　そこでまず，今号の浜砂論文であるが，そ
の後段で浜砂は，人口センサスにおける方法

転換問題をどう考えるかを考える上で統計調
査の目的や担い手の統計への規定性を詳しく
分析した大屋理論の蜷川理論に対する優位性
を主張しつつも，しかもなお蜷川理論でも以
下のような立論で今日の統計制度改革への重
要な示唆を発見できるのではないかと主張し
ている。すなわち，統計対象の認識・把握は，
①調査者のイデオロギーの規定を受けると同
時に，②利用者の批判や利用目的に耐えうる
ものでなければならないから「公共的な客観
性」が不可欠との結論を導くからとされてい
る。あるいは，浜砂はより人口センサス問題
にひきつけて，伝統型人口センサスの危機か
らの脱出にはこれまでの権力的な「国家目的」
から自由となり，よって「公共的な必要性」
に関する社会的な合意を形成することが不可
欠とのインプリケーションを持つとしている。
蜷川理論を「統計調査者」より「統計利用者」
をより強く意識した理論体系であるとしつつ
も，その延長で統計調査論をブラッシュアッ
プさせることができるのだと説く，きわめて
興味深い主張となっている。この意味で，本
浜砂論文も十分に方法論上の問題提起として
の意味を持っていると小生は理解している。
　が，その上で，浜砂論文がこのように展開
なさるなら，それと関わって前号「記念号」
のふたつの論文への言及が不可欠であったよ
うに思われる。そのひとつは山田満論文であ
り，もう一方は杉森滉一論文である。
　というのはこういうことである。まず，前

第25章　実質社会科学説の「勝利」とその後
　　新実質社会科学説とマルクス主義への前進　　

大　西　　　広
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号「記念号」で山田論文は，本来ありえない
「批評の客観性」に拘るのではなく，形態変
容した社会批判の運動と結びついたもっと自
由な社会批評をすべきであると主張している。
「公共性」や「社会的合意」をいわば真っ向
から否定するこの議論は科学社会学の現代的
到達点をふまえたものである。浜砂はこれを
どう批判されるのであろうか。
　他方の杉森論文は逆に浜砂論文に非常に近
い次のような主張を行なっている。すなわち，
統計調査論としての信頼性・正確性問題抜き
に統計をどう利用できるかという統計利用論
が論じられないのと同様，利用者が誰である
か，どのように利用しようとしているかと
いった統計利用論上の問題抜きに統計調査の
現実の分析＝統計調査論を議論できない。こ
うして，蜷川の統計調査論の枠組みは統計利
用論を含むものに拡張されなければならない
と主張しており，これは浜砂の主張と基本的
に同一である。「蜷川理論」と「大屋理論」
の接続と統合をめざす本学会の喜ばしい到達
点であると小生は理解するが，浜砂もそれに
同意するのであろうか。

前号「記念号」における大屋説
の「勝利」

　実際，こうした大屋理論と蜷川理論の「接
近」は，前号「記念号」における吉田忠と野
澤正徳の大屋説への肯定的言及によって一種
劇的に進んだということもできる。吉田は第
一章の「コメント3」で，1964年以来の大屋
による実質社会科学説の提出の影響の大きさ
を認め，「社会科学方法論に立つ会員も，そ
の対象を統計資料の作成・利用の過程と方法
に広げざるをえなくなっている」と述べてい
る。また，野澤もその「コメント2」におい
て大屋の「視座の転換論」を評して「私は，

視座の転換ではなく，相互補完性を主張した
が，実際上，2人の差異は定義上の違いだけ
になってくる」と述べ，ほぼ同意見であるこ
とを認めている。小生が同じ前号「記念号」
で「新実質社会科学説」を唱えたのも同じ文
脈で捉えられるかも知れない。
　これは同号山田論文における大屋説登場の
必然性の説明であるが，実質科学と方法科学
の未分化状態で出発したドイツ国情学も実質
社会科学の発展でその後方法科学としての性
格を強く求められることになる。これは日本
社会統計学における社会科学方法論説の成立
をも説明する。が，そうなればなるほど，「社
会科学としての方法論」とは何かという困難
な問いに迫られることから，自身の社会科学
的基礎を鋭く問われるようになる。そして，
この問いが「社会科学のための統計学」（内海）
から「社会科学としての統計学」へと向かわ
せ，最後には「統計現象の社会科学」にまで
到達する。大屋説の成立である。この意味で，
前号「記念号」での大屋説の「勝利」はある
種の必然的な帰結であったというのが小生の
評価である。

しかし，なお残される問題

　しかし，もちろん，こうした大屋理論の歴
史的「勝利」も学会内のすべての不同意を一
掃しえているわけではなく，そうした批判者
の論点を検討することはなおも重要性を保っ
ている。たとえば，前号「記念号」で大屋説
への「接近」を示した吉田・野澤の両氏につ
いても，その直前に発行された大屋『統計情
報論』九州大学出版会，1995年の付論で紹
介された大屋批判の論点がある。そこでは，
吉田の大屋批判は「大屋理論では“あるべき
（統計の）利用方法”が明らかにならない」と
いうものであり，同じく野澤の大屋批判は「統
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計調査を行なう身の者にとって“客観の視座”
と“主体の視座”は分離されない」というも
のであった。これらはともに，利用者の主体
的行動にとって大屋「客観の視座」論の客観
主義が役に立たないという文脈のものと理解
することができる。小生自身も以前には野澤
らの指導の下で「民主的改革モデル」の作成
に関与したから，その経験からも理解できる
批判である。
　しかし，ここで大屋はそうした主体的利用
が最善のものであるかどうかは客観の視座な
しに判断できないこと，あるいはそうした主
体的利用行為自体を客観的に観察することの
重要性を説く（p.282，284）。そして，この論
点は同じく大屋批判の側に位置する前号「記
念号」の山田論文の立場とも半面で共通して
いて非常に興味深い。
　というのはこういうことである。山田の主
張する「社会批評としての統計学」は，利用
者が行なう統計データ処理の研究過程に対し
て「客観的距離」を置くべきというものであ
るから，この限りでは極めて「客観主義的」
でもあるからである。この類似性をよりわか
り易くするために，大屋の「主体の視座」，「客
観の視座」の馴染みの図を次のように簡略
化・概念化してみたい。すなわち，

調査者の「主体の視座」→調査者の統計調査
利用者の「主体の視座」→利用者の統計利用

↑
客観の視座

　ただし，ここでは「客観の視座」で観察さ
れている統計活動は「統計利用」であるか「統
計調査」であるかが問われていないから，こ
れをさらに次のようにより一般化することも
できよう。すなわち，

統計に関わる主体Aの主体的行動（認識活動を含む）
統計に関わる主体Bの主体的行動（認識活動を含む）

…

↑
客観の視座

　そして，もしここまで来ると，山田の認識
論上の立場，すなわち，

主体A→認識A
主体B→認識B

…

↑
批評者の視座

と根本的なところで同一であることが分かる。
これはまさしく認識論上の構成説であって，
ドイツ以来の社会統計学がカントから受け継
いだ立場である。言うまでもなく，この延長
に社会科学理論の認識上の構成作用を重視す
る社会科学方法論説が成立した。この意味で
この枠組みは社会科学方法論説のものであり
つつ，しかもなお，そうした社会的認識行動
の観察は客観的になされなければならない。
そして，この観察の客観性が大屋説のポイン
トであったのである。
　したがって，山田の枠組みは大屋のそれと
非常に近い。なのに，どうしてその大屋を批
判することとなるのであろうか。その理由は，
山田が重視する科学社会学が科学の客観性を
否定しているところにある。批評者の「客観
性」はカギカッコ付きのものでしかなく，原
理的には認められない。「批評者」の科学な
るものをさらに批評する＝客観的に観察する
とそれが主観的なものであることが分かる。
こうして山田が大屋から学んだ客観主義はそ
れを徹底させることによって客観主義の批判
者に変わっている。これは，吉田や野澤によ
る批判の論点を超えた，別次元の論点提起と
して評価しなければならないように思われる
のである1）。
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山田の批判から「新実質社会科
学説」へ

　ただし，それでも，実はこの山田の「科学
社会学」にも問題がないわけではない。とい
うのは，それではここで様々な「客観の視座」
＝「批評者の視座」が主観的であるという科
学社会学者たちの見解が客観的であるのかな
いのかと問うとき，彼らの見解もまた主観的
と自身で表明できないからである。つまり，
それらが「主観的である」という見解は「客
観的」でなければならない。その意味で，彼
らとて「客観性」を全面的に否定できないの
であって，ここにこそ実は「主観を対象とし
た科学」としての社会科学の本質が存在する。
そして，少なくともマルクス主義の史的唯物
論＝社会構成体概念は諸階級の諸主観2）の運
動法則を解明せんとしたものとして「主観を
対象とした科学」のもっとも純化されたもの
であった。この意味で，上述の「客観の視座」，
「批評者の視座」は「マルクス主義の視角」
と言い換えられなければならない。小生が「認
識論は史的唯物論」といい続けてきた主旨は
ここにあり（たとえば，前号「記念号」論文），
その史的唯物論が実質社会科学であるという
意味で小生は自説を「新実質社会科学説」と
しているのである。
　もうひとつ，この山田の提起をめぐって言
わなければならないことに統計利用それ自身
は主観的だとしていることがある。研究過程
から「客観的距離」を取る「批評」はカギカッ
コ付きではあれ「客観的」とされているが，
データ処理に始まる各種の研究それ自身は決
して「客観的」なものとは看做されない。こ
れは，カント以来の構成説としては当然の理
論的帰結であるが，しかし，もし，我々が上
記のような史的唯物論的な社会認識をしてい

たとしたらどうなるだろうか。
　たとえば，ある階級はその経済的地位の変
動に応じて政治的行動を変化させる。また，
別の階級も同様に行動する。となると，これ
は「経済的地位」の代理変数が「政治的行動」
の代理変数を決定するという二変数間の因果
関係として表現することができ，それは回帰
方程式とすることができる。あるいは，そう
した方程式が二本あれば，それを「連立方程
式体系」として表現することもできる。もち
ろん，代理変数の選び方や推計上のバイアス
の排除など多くの関門を通過しなければなら
ないが，もしそれができるなら，そうした「統
計利用」は「客観的」と評さざるをえなくな
るであろう。なぜなら，各階級の主観から「客
観的距離」を置き，客観的にそれらを表現す
ることとなっているからである。この意味で，
もし認識論において史的唯物論が採用される
なら，統計利用においても史的唯物論を採用
した「モデル」は成立する。
　実のところ，吉田にも野澤にもそして山田
にも存在する問題点は，統計現象全般の「客
観の視座」からの観察は許容しても，統計利
用は必ず「主体」＝主観的でなければならな
いかのように考えていることである。とりわ
け，山田が「科学の客観性」を否定し，その
上で「社会批判の運動に結びつ」いた「統計
の闘い」を無限定的に評価するとき，統計学
が非科学化され，単なる運動の道具とされて
しまう危険性を感じる。「統計の闘い」との
スローガンはその意味で極めて危険である。

マルクス主義への前進の意味

　と考え進めると，こうして提出されている
各種の議論も，我々経済統計学会が持ってい
るいくつかのルーツの間の闘いであるのかも
知れない。すなわち，ドイツ社会統計学的な
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構成説の伝統とマルクス主義の客観主義の伝
統との闘いであり，この意味では，向坂逸郎
などを生み出した九州大学の良き伝統を汲む
大屋には後者の伝統が流れていたということ
もできる。「マルクス主義」は現在，社会民
主主義より「左」に位置する政治的立場と誤
解され，それが人々をしてそれから遠ざけて
いる。ので，小生がここでそれを強調するの
も何か時代錯誤のように思われる読者も多か
ろう。が，マルクス主義こそ上述のように，
主観と主観の渦巻く社会をいかに客観的に認
識するかについての科学主義的立場であった。
　たとえば，ここで参考のために小生が過去
に開発し，また現在開発中の「マルクス主義
モデル」について紹介しておこう。そのひと
つは，『環太平洋諸国の興亡と相互依存』京
都大学学術出版会，1998年でまとめた「レー
ニン・モデル」である。これは，途上国の成
長が永遠に圧しとどめられるという左翼理論
を排し，国際資本による国際資本移動が途上
国成長を必然化するという歴史法則をモデル
化したものであった。その批判対象は左翼主
義にあった。
　また，小生が山下裕歩などと現在開発して
いる「新古典派成長論的マルクス・モデル」3）

は，産業革命という技術変化が資本主義を必
然化するものの，その長期にわたる資本蓄積

の進行がある時点から資本主義の継続を不要
にすることを表現している。特に，ここで言
われている「資本主義を必然化する」との中
身には，階級分裂や開発独裁もが含まれ，そ
こでは，なぜある時期に階級分裂や開発独裁
を人類は必要としたのかについての説明を行
なっている。「資本主義批判」ではなく，現
に存在する，あるいは存在した暴力や不正に
「抗議する」のではなく，科学として「説明
する」理論の枠組みである。この意味で，本
学会に期待したいのは，「客観の視座」をよ
り一層重視し，マルクス主義を上記のように
再度見直すことである。

注

1．ただし，この基本的主張は山田の1984年の『千
里山経済学』第17巻第2号論文以来のものであり，
藤江昌嗣の『統計学』第48号論文（1985年）によっ
て注目されてきたものである。小生も『「政策科学」
と統計的認識論』昭和堂，1989年などで重視して
来た。
2．これは階級利益で説明されるから構成説的である。
3．たとえば，大西「市場と資本主義の関係につい
ての史的唯物論的理解について」『季刊　経済理論』
第42巻1号，2005年，山下・大西「マルクス理論
の最適成長論的解釈　最適迂回生産システムとし
ての資本主義の数学モデル　」『政経研究』第78号，
2002年。



はじめに

　記念号第1集（1976年）に三潴会員の「経済
統計研究会小史（未定稿資料）」が掲載されて
以降，その後の第2集（1986年），第3集（1996
年）には，ベテラン会員の想い出や学会への
注文があったが，研究会・学会の歴史に関す
る記述はなかった。新会員も増える中で，「三
潴小史」以降の歴史をつないでもらいたいと
いうのが，編集部の意向であったかと思う。
　ここで改めて，経済統計学会史を書くこと
を考えてみると，資料を用意して会の活動を
丁寧に把握することが必要になる。この場合，
全体的には，日本社会・国際社会の動向を背
景にして，ときどきの日本の学術の，特に社
会科学での問題関心，これを受けた統計学－
社会統計学的課題の推移，そして研究の対応
の成果・弱点を振り返ること，また，学会と
しての組織的対応の推移が，中心におかれる
だろう。その上で，主要な共通関心事項以外
のテーマをふくめて，全国の支部・地域での
各会員による研究その他の活動をふくめて振
り返ることも必要かと思う。しかし，これは
膨大な作業である。全国事務局を中心とした
動きを中心にすると，支部連合的色彩を持ち
ながら支部活動を重視してきたこの学会の経
過としては部分的に過ぎない。さらに，共通
関心事項への取り組みの評価は単純ではない。
筆者自身は，各動向に一定の評価を持って対
応してきたが，それは，評価に固有の視角が

入った個人的見解にすぎない。
　執筆を個人として依頼された後の自身の怠
慢もあって，歴史編纂チームをたちあげるな
どの手だてを講じないままできた筆者として
は，まず，今後の学会史編集に向けての資料
の収集を継続中である。しかし，これは今日
ではかなり後手に回ったというべきで，学会
創始期の多くの一次資料が失なわれている感
がある。本稿は，当初，三潴小史にある学会
創始期を他の資料によって追加的記述をする
こと，記念号第1集の編集（1973－76年），研
究会から学会へ（1984－85年）の移行，の三
つをとりあげて任を終えたもの考えた。しか
し，編集者から，現在継続中の学会改革につ
ながる2000年代の学会改革にもふれてもら
いたいとの追加要請を受けた。これをとりあ
げると1980年代末から1990年代の動きを飛
ばして2000年代に入ることになるのだが，
これを加えて四つの動きを紹介する。あくま
で組織的な動きを中心に，かなりは筆者の概
説と広くは公表されていない資料を合わせて
収録して経過の概略を示すことにし，「おわ
りに」で，個人的な想いをふくめた叙述を付
すことにしたい。資料の一部をそのまま説明
に代えているので〔資料を（説明）とした〕読
みにくい点はご寛恕いただきたい。なお，特
に学会創設期の資料収集の呼びかけに応えて，
野村良樹会員から寄せられた写真のうちから，
第1回（1958年），第7回（1963），第10回（1966），
第17回（1973）総会時の今では貴重な4枚を掲
載させていただいた。
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１．研究会設立前後 

（1950～1960年）

⑴　記念号第1集で三潴会員は，創立期につ
いて次のようにまとめられた。
　「経済統計研究会の前身は1952年（昭和27）
ごろすでに蜷川虎三先生門下生たちによって
はじめられていた研究会－のちの経統研関西
支部－であった。その活動が関東にも波及し，
1954年（昭和29）8月24日に東京での第1回打
合会，同年9月2日の第2回打合会開催となり，
同年10月1日には法政大学で丸山会員（当時，
東京在住）によって研究報告会が開催された
のである。こうして，関西支部と関東支部（し
ばらく関東東北支部と称していた）が，それ
ぞれに研究例会をかさねていったのである。」
　この小史には，統計懇談会の項目がある。
これらをふくめて立ち入った動向が読み取れ
ないところがある。
　現在の若い会員は，当時の状況は大昔の話
として想像できない可能性がある。時代状況
をごく簡単に記すとともに，いくつかの資料
で，三潴「小史」を補っておきたい1）。
⑵　1950年代という時代。経済統計研究会
の設立を促す時代背景・統計情勢としては，
第二次大戦直後の5年間にわたる占領，戦地
からの復員・食糧危機，傾斜生産方式の実施，
ドッジラインの施行などを経て，日本が対ソ
包囲網の一角に組みこまれながら，占領統治
を離れて，朝鮮特需に刺激されて経済復興が
進み始める過程である。この間，国民の生活
難を背景に，エネルギー転換や平和からの逆
コースへの危機感から，労働運動は日鋼室蘭，
苫小牧王子製紙，三井三池，国鉄などそれな
りの強さを持ち，市民運動も原爆反対，教員
の勤務評定や警職法反対から安保闘争に向け
て発展していた。

　統計分野では，戦後の政府統計制度の再建
が1946～52年にかけて進められ，標本調査
の政府統計活動への導入が始まった。標本理
論－統計的推論とその経済学分野への適用で
ある計量経済学の一面的な過大評価が行われ
るなどの混乱状況の中で，その検討が重要な
問題となり，他方で労働運動側からの統計批
判等が展開された。この一部を【資料1－1】
年表に示したが，推計学批判の大橋論文や上
杉会員や総評の文献が社会的に影響を及ぼし
ていた2）。
⑶　今回提示しあるいは基礎にした資料に基
づいて，三潴小史を筆者なりに補足すると以
下のようになる。「経済統計研究会の設立と
統計学発刊と継続につながる主要な動きは，
おそらく京都大学を中心にまとまりやすかっ
た関西で進んだ。一方で，標本理論の評価を
ふくめて社会・経済統計研究の必要性への思
いは，政府統計関係者を多く擁する関東では
更に一段と強かった。1952年2月に正木千冬
会員（森田優三統計局長のもとで統計局次長，
その後商工省統計局長を経て，参議院予算専
門委員時代）の主唱による統計懇談会が発足
し（1957年まで継続した痕跡がある。三潴資
料⑩－但し，「52年の初回」という言い方は，
その前に会があったと思わせる表現である），
多様なメンバーの多様な志向がある中で，そ
の会員の一部が，関西の動きに同調して
1953年の経済統計研究会の設立に連携した。
これとともに懇談会は，経済統計研究会の外
郭的組織といった位置づけになる（これを主
催した正木会員の表現。「外延的組織」－三潴
会員の表現。関東では統計懇談会の翌日に関
東地区研究会を催したりしている）。しかし，
経済統計研究会の目的，名称，会則等の検討
は，関西，関東をふくめて，その後，継続し
て行われており，関東地区が研究会の関東支
部として固まるには，研究会設立後なお時間
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を要した。機関誌『統計学』の発行は，当初
関西を中心にして行われ，支部間の交代編集
制に向けて関東が担当したのは1958年4月の
第6号，北海道が1960年4月の第8号である」。
1960年3月の会員数は111名であった。
⑷　さらに筆者なりに幾つか記しておきたい。
　第一に，メンバーの状況3）。この研究会創
設や第一回総会開始にいたる過程でのメン
バーの努力は大変だったと思われる。創設に
参加した人々を第一世代ということにすれば，
この第一世代の多くは戦前・戦中の時期の学
部・大学院時代に，左翼運動での逮捕・投獄，
追放状態，戦争への応召，戦争・敗戦，そし
て抑留その他で研究の中断（一部の者は古典
の翻訳だけを許された）を余儀なくされ，敗
戦後も復員が遅れ，食糧難の中で，生活自体
が容易でなく，多くは結核その他の病に冒さ
れるなどしていた。20代から30代にかけて
の貴重な時期に落ち着いて研究する余裕はな
かっただろう。1950年前後の統計問題に取
り組みながら，研究会創設に動いたのは，30
歳後半から40歳前半にかけてのことになる。
創設に参加したか，会の初期に参加したひと
つ若い世代であるいわゆる第二世代にも，戦
時中にすでに軍隊あるいは士官学校等を経由
して大学へ戻った人々がいる。研究会創設に
動いている時期にこの世代は30歳前後とい
う計算になる。20歳代後半から40歳代にい
たる集団による激動下の努力であったことを
留意したい。
　第二に，統計関連の他団体との連携。アカ
デミーだけでなく広く政府統計家を含めての
研究活動を重視していた。創立前後の統計懇
談会がそうであったし，特に，関東が初めて
編集を担当し，特集「戦後日本における統計
の諸問題」を組んだ号には，有沢広巳，中山
伊知郎や白石徳夫氏からの寄書があり，編集
後記には，後藤憲章・米沢治文・松川七郎・

三潴信邦・広田純の名で特段の感謝のことば
が掲載されていた。そして，経済統計研究会
自体は，日本統計学会について，研究会会員
は日本統計学会会員であることをほぼ前提し
て，全国総会は日本統計学会の前後，ときに
はこれを挟んで開催された。日本統計学会自
体が，経済統計研究会の創立者のさらに一代
前のドイツ社会統計学の流れを受け継いだメ
ンバーによって創設されたものである。した
がって，数理統計学的思考が一段と強まりつ
つあった日本統計学会であったが，これに関
わっていくこともこの当時の研究会では当然
視されていた。三潴小史の資料②【第2回打
合会議議事録】に「この研究会は，日本統計
学会と組織的に対立する関係にないという点
を明確にすることについては，全員の意見が
一致した。なお，この会の会員は，なるべく
学会へ加入することが望ましいという意見が
だされた」とされている。
　第三に，国際交流の必要は当初から指摘さ
れ，設立当初以降ソ連あるいは東ドイツ，そ
して中国の統計家・研究者との交流は折に触
れて行われてきた。特にソ連の統計の動向の
研究は，戦時期に一般の研究者にとっては文
献入手の不可能あるいは研究の禁止，そして
そもそも研究する余裕がない生活の下に長く
置かれた後だっただけに，解放感とともに大
きな関心事になった。ソ連と中国の統計の翻
訳・紹介と検討は，経済統計学会創立後しば
らくの主要なテーマであったし，機関誌『統
計学』は，中ソの主要統計誌の目次の紹介な
どにエネルギーをさいた。中国，ソ連，東独
に偏らずに，欧米諸国の統計の紹介・検討が
必要であるとの指摘もあった。その後も会と
して組織的ではないが，外国研究者との交流
は個人ベースで行われていた。機関誌の「支
部便り」などを振りふりかえればわかる。
　第四に，研究会名称。三潴小史でも「本会
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の名称については，社会経済統計研究会とす
べきだという意見が創立当初からあり，今日
でもまだその意見がある」とされている。資
料②の第二回打合せ会の議事録では，3．この
会の名称について，で，「『経済統計研究会』
という名称は，制限的であってこの会の性格
を包含的に表現せず，またこの会の目的にも
マッチしていない，との意見が多く出た。具
体的な案として『社会経済統計研究会』はど
うか，という意見があった」とされており，6．
で，「以上のように討議されたこの会の名称，
目的，ならびに会員の問題については，来る
10月8，9日，東京で開かれる日本統計学会

の総会にさいして，経済統計研究会関西支部
の人々と会合し，意見の調整をはかることに
した」とされている。しかし，その後，「経
済統計」名称での決着に至る論議を示す資料
はない。これと関連して，「社会諸科学」か「社
会科学」かの問題がある。前者は創刊のこと
ばに，後者は会則第2条にうたわれている。
この会則の「社会科学に基礎を置く」をめぐっ
て社会諸科学とする方が良いという意見が会
則をめぐる論議においてあった。これは「『諸』
は実質的に含意されているという前提で解決
された」といわれる4）。
　本稿の3でとりあげる学会化のときに再度，

【資料1－1】　初期年表
年 依拠資料 事項，主要文献

1949.2　大橋隆憲「近代統計学の社会的性格」，1950　上杉正一郎『マルクス主義と統計』，1952　統計研究会訳編『ソヴェ
トの統計理論　Ⅰ』
1952 経済統計研究会に先立って，関西では1952年頃から研究会，関東で

は統計懇談会（2.25）
資料⑧ 独立（講和条約）発効

1953 会則（10.9） 創刊号 労働運動の高揚
ご案内－経済統計研究会を設置（11.26） 資料⑥

1954 ▼第1回打ち合わせ（8.24）。▼第2回打ち合わせ－会の名称，目的な
ど（9.2）。▼名称，目的，ならびに会員の問題について，関西支部の人々
と会合し，調整（10.8－9）

資料② 日本労働組合総評議会『官庁統
計の欺瞞をつく統計の闘い』
第二福竜丸（死の灰）被爆

会則一部改正（12.5） 創刊号
1955 創刊のことば（4月17日の編集委員会で決定。会員にこれをアンケー

ト4月26日締め切り）
創刊号 広田純・山田耕之介「計量経済

学批判」
統計学創刊号（6.1）（関西支部担当－発行人：足利）　編集委員：有田，
上杉，内海，大橋，馬場，松川，宗籐，森下。編集事務局：足利，辻，
野村，

創刊号 統計懇談会会則（3.1）
（資料⑪）

在京会員中約10人が集まり，創刊号の発刊祝賀会兼感想交換会－ま
とめ：後藤，広田，松川，三潴（7.7）

第3号 経済成長の出発（曲がり角）
基地反対闘争。原水爆禁止世界
大会開始第1巻第2号（関西支部担当－）編集員に高木，高岡が参加（9.1） 第2号

1956 第1巻第3号（関西担当）常任編集委員：宗籐，松川，高岡（4.15）。 
第1巻第4号（第3号と同じ体制）（10.10）

　第3号，
第4号

フルシチョフによるスターリン
批判⑵
ハンガリー動乱⑽
有沢編『統計学の対象と方法』

関東・東北地区総会。関西支部の野村会員の出席を得て，研究会の
今後の方針や雑誌「統計学」の発行等について懇談（12.20）

第5号

1957 ▼第5号（第2巻・第1号）（6.5） アジア・アラブ（AA）諸国の民
族独立運動経済統計研究会第一回会員総会（関西大学）（7.10）。37名参加 資料⑭

第6号
1958 ▼No. 6（第2巻・第2号）（4.1）　支部だより北海道，関東東北，関西，

九州▼経済統計研究会第二回会員総会（東京神田　学士会館）（6.25），
31名参加

第6号 警職法反対闘争
第7号

1959 ▼経済統計研究会第三回会員総会（広島大学，立命館大学）（11.11，
15・16）．41名参加。▼統計学編集輪番体制（関西，関東，北海道）
定着

第8号 安保条約反対闘争の高まり

1960 経済統計研究会第四回会員総会（東京市ヶ谷　私学会館）21名参加
（7.9）

第9号 安保条約再締結。岸内閣退陣
三井三池争議
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「経済」か「社会経済」かが浮上する。この
研究会－学会の動きの中で，現会員の構成・
研究内容からみて，さらに広く社会科学系分
野と研究交流あるいは会員に迎えての論議の
活発化に照らして，「経済統計学」名称が狭
すぎるという考えは，底流として継続してい
る。

【資料1－2】 抜粋。（1981）『日本における統
計学の発展』第37巻  （話し手：上杉正一郎，
聞き手：広田，三潴，伊藤，山田耕，田沼）
pp.101～104。
「広田  その経統研のことを，もう少し聞
きたいんですけれども，東京へ上杉さん
が来られて，政経研究所の会議室で，関
西でこういうのを始めた，東京でもやら
ないかというのが，東京での始まりなわ
けですね。あれが29年9月2日でした。
その前に，上杉さんとか，松川さんとか，
丸山さんなんかで，下相談されたわけで
しょう。

上杉  松川さんが，京都へ来られたことが
ありますよ。丸山さんは覚えていない。
有田さんあたりも病気だったかな。足利
君と，野村君と，私と，有田さんもいて，
馬場さんという方も入っていたけれども，
実際上来られなくなった。そんなところ
かしら。雑誌はまだ出ていないんでしょ
う。

広田『統計学』の創刊は30年，第1回の全
国総会が32年だったと思います。これ
は関西大学でやった。高木さんがあいさ
つをして……。東京では，途中から，統
計懇談会というふうになるんですね。な
るというか，そこのところがデリケート
なんで，三潴さんの「小史」でもぼかし
てあるわけですけれども。

山田  あれは2本立てだったんだよ。統計

懇談会というのと経統研が，並列して
あった。
広田  経統研の東京支部というのに，相原
さんとか，内藤さんとか，反対したんで
しょう。それで，そういう人まで含めて
やろうというので，統計懇談会というふ
うにして，正木さんが座長格になって，
それとは別に経済統計研究会には，東京
在住会員ということで，個人として参加
した形になった。ところが，統計懇談会
の方は，やっていくうちにだんだん参加
者が減ってきて，経済統計研究会のメン
バーだけになっちゃったから，いつの間
にかそれが経済統計研究会東京支部とい
うことになったわけですね。だから，東
京支部がいつできたかというのは，はっ
きりしないんです。
上杉  京都としては，それは知らないたて
まえになっていた。私なんか，大体あん
まり知らなかったね。
広田  松川さんなんかが，かなりはっきり，
反対する人たちを含めてという幅広論
だったと記憶しています。『統計学』の
第3号だったか，初めて東京からの便り
というのが載る。東京でやった創刊号の
合評会の報告ですが，それに「東京在住
会員」とあって「東京支部」という言い
方はしていないんですね。京都ではいつ
ごろからですか。趣意書に書かれている
のは，28年ですが，そのときにできて
いたわけですね。
上杉  会でない形で，実際に勉強していた
のは，もうちょっと前から，25～26年
じゃないかな。……27年からかな。26

年は早過ぎる。28年に会の形をとった
んじゃなかったかしら。私は，わざわざ
東京から行った覚えはないのですから，
大阪へ勤めてからのことと思います。
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第１回　全国大会（1957.7.10）関西大学

第７回　全国総会（1963.7.9－10　京都市農林年金会館）写真は京都国際ホテル
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第10回　全国総会（1966.10.5－6　八王子セミナーハウス）

第17回　（1973.7.22－23　高野山金剛三昧院）
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……東京からわざわざ人が来てというの
は，松川さんのことしか私は覚えがない
けれども，かなり期待して，松川さんに
も話をして，相談してと思っていたよう
に思います。松川さんも，かなりそのつ
もりで出ておられたんじゃなかったかな。
丸山先生は，もうちょっと後じゃないか
な。

広田  東京でも，丸山さんは厚生省ですか
ら，最初から非常に熱心な会員で，発起
人にもなっている。どういう関係か，丸
山さんと松川さんとが打ち合わせてやっ
ていたと思います。事務局長役，初期に
足利氏から野村君にかわりますね。あれ
はどういう事情だったんですか。

〈中略〉
広田  事務局長的な仕事をする人がいなく
なっちゃって結局野村君が引き受けた。
しばらく雑誌が出ない時期がありますが，
また野村事務局長という形で出始めたわ
けです。」

【資料1－3】 抜粋。（1981）『日本における統
計学の発展』第53巻  （話し手：木村太郎，
内海庫一郎，聞き手：大屋，森，佐藤，坂本）
pp.78～85。
「森  話は変わりますけれども，経統研を
つくろうという話があったのはいつです
か。

内海  あれは東京と関西と違うんですよ。
初めは関西だけでやっていたんです。

〈中略〉
木村  そもそも経済統計研究会の出発と言
うのは，ぼくはそのころ忙しくて実際に
はやらなかったけれども，やっぱり標本
調査論の批判以来のその当時の潮流に対
する，何とか少し整理しなきゃいけない
という役所の主張がかなりあったんです

よ。丸山さんとか，労働省なんかにもあっ
たし，正木さんとか統計委員会，そうい
う人たちが東京でも集まって，統計理論
の1つの刺激になったとぼくは思うんで
す。けれどものね。やはりそういう形で
統計調査論をもう一度ここできちっとし
なきゃダメだということで……」

２．記念号第1集（1976年3月31

日発行へ）

　『統計学』創刊20年記念号は，1974年度の
全国総会（7月20－21日：上野東京文化会館）
での会員総会による出版決定の後，2年間弱
の作業を経て発行された。
⑴　1970年代前半のこの時期は，高度経済
成長の末期で，成長第一主義の大規模地域開
発の弊害が累積されて，日本は「公害列島」
とも称されていた。『くたばれGNP』（1972）
が出版されて，このタームが広く使われた。
1960年代後半からのベトナム反戦運動や沖
縄返還運動，そして1960年安保闘争にあっ
た大衆性を失ってはいたが，70年安保と称
される安保改訂問題をめぐっての運動の高ま
りがあった。1950年以来継続していた京都
府蜷川知事（1978迄）に加えて，美濃部東京
都知事が1967年に，正木鎌倉市長が1970年に，
黒田大阪府知事が1971年に誕生して，いわ
ゆる革新自治体の広がりがあった。
　経済統計研究会の周囲では，東京都生計費
指数作成への会員の参加があり，大橋隆憲編
（1971）『日本の階級構成』（岩波新書）の出版
や統計指標研究会による『統計日本経済分析』
の雑誌掲載が1973～74年（著書としては1977

－78年に出版）にあった。全国総会でも，森
永砒素ミルク（1970，71），サリドマイド
（1970），自治体統計（1973）や地域階級構成
（1968，73），東京都生計費指数（1973，76）
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がとりあげられ，1973年の全国総会では「現
代資本主義と統計」が共通論題とされた。
　この時期には，いわゆる第二世代を実質の
リーダーとして，いわゆる第三世代といわれ
る学会創立期の第一世代の指導下で大学院教
育を受けたメンバーが会活動の中心部分を順
次分担し始めていた。1975年11月の会員数
は162名であった。
⑵　これらを背景に，記念号の企画・編集作
業がはじまった。編集委員は，北海道：是永
純弘，高岡周夫，東北：米沢治文，関東支部：
伊藤陽一，内海庫一郎，上杉正一郎，大吹勝
男，北川豊，木村太郎，坂元慶行，中村浩，
広田純，松川七郎，三潴信邦，山田耕之介，
山田貢，横本宏，関西支部：安藤次郎，大橋
隆憲，高木秀玄，野村良樹，丸山博，九州支
部：大屋祐雪であった。第一世代からいわゆ
る第三世代とさらに若い会員が参加していた
が，企画・実務とも第一世代は参加せず，中
心となった関東支部では広田会員をほぼ統括
役にして，三潴，山田（耕）会員が知恵を出し，
山田貢，横本会員が分担して，伊藤がペーパー
ワークの全体を担当した。支部では，北海道
では是永，関西では野村（野沢と一部相談し
ながら），九州では大屋が，意見提出等で参
加していた。この作業の記録文書は，広くは
公表されていないが，アンケートへの返信は
がきをふくめて資料が手元にファイルとして
残されている。当時はまだワープロなどはな
く，コピー器が出現しはじめた頃で，配布文
書のかなりが手書きの青焼きである。
⑶　経過は以下のとおりであった。
（説明）【資料2－1】　抜粋。「統計学創刊20

周年記念号についての経過報告と今後の作業
への協力のお願い」［1975.5.30  関東支部運
営委員会］から。
「 1  ．75年度総会の決定にもとずき，編別構

成案を各支部討議を経て運営委員の間で

作成（74年末～75年2月）
2  ．この案についての意見，および執筆希望
〔自せん，他せん）を，全会員にアンケート
（運営委員・事務局には全項目について執
筆者すいせんを依頼）（2月末～3月15日締
切り）

3  ．アンケート回答を検討の結果，次の選定
基準を設定のうえ，執筆候補者（複数）
　第 1次案を作成  ［選定基準  ①年齢制
限－原則として上限を50歳前後とする（50

歳以上のベテラン会員の業績が総括の対象
となること，この機会に若手会員の発言を
強めて，経統研での論議を活発化しよう等
の主旨），②アンケートの執筆希望（自せん）
をできるだけ優先，③アンケートの他薦を
参考に，④経統研での研究活動の有無，⑤
研究暦，⑥1人一項目担当］

4  ．第1次案について運営委員間アンケート
（3月末～4月4日締切）

5  ．アンケート結果にもとづき最終案作成
（4月半）

6  ．運営委員間で了解・執筆候補者との交
渉・了承獲得（4月末～

7  ．執筆者決定
8  ．経統研小史（成立前史をふくめて）を載せ
るべきとの意見に対応して，企画，執筆候
補者アンケート→決定

9  ．「統計学の今後の課題」について7月の
全国総会でシンポジューム，主報告者と討
論者の自せん，他せんを募集

10 ．記念号執筆項目に対してコメンテータ
の自せん，他せんを募集［運営委員会での
選定基準，①重要項目については複数のコ
メンテータをたててよい，他方必ずしも全
項目に立てる必要はない，②年齢制限はせ
ず，特にベテラン会員の登場を重視する，
③コメントは本文を補足する意味をもつ
ので，執筆者と見解の違う人を重視する。



332　　　『統計学』第90号　2006年

この見地から本文執筆者からのコメン
テータ推薦を重視する］

11 ．執筆要綱案
12 ．本論執筆の締め切り・各支部編集音への
提出とコメンテータへの提出  8月31日

13 ．コメンテータの各支部への提出締め切
り  9月20日

14 ．各支部から関東編集委員会への提出  9

月末
15 ．ゲラ11月半，戻し12月初，二校  1月中
（筆者注－しかし，上の12以降の日程には，
遅れが出て，出版日は1976年3月31日と
しながら，2ヶ月ほど後と記憶する）

⑷　編集方針は以下のとおりであった。
（説明）【資料2－2】　抜粋。「『統計学』創刊
20周年記念号についてのアンケート」（これ
は，広田純会員が討議を集約した手書きの原
稿）から。
「編集方針  1）統計学および関連分野の全体

について，戦後30年の研究成果を総括し，
論争点を整理し，今後の課題を提起する。

2）教科書的な体系化をめざすのではなく，
論争のあった点，論争はなくともとくに
問題になる（と思われる）点，また従来の
研究で空白になっていた点などを重点的
にとり上げる。

3）どの論点をとり上げるかは結局執筆分
担者の立場によることであり，またこの
機会に積極的に自説を展開していただい
て結構であるが，すくなくともその前提
として経統研会員を中心とする過去の研
究動向をまとめていただく（できるだけ
主要文献の目録も）。

4）この企画を経統研内部の共同研究や討
論の機会として活用したい。この趣旨か
ら各章の執筆分担はできれば複数の会員
による共同執筆が望ましい。しかし，こ
の点はテーマにもよることでいちがいに

はいえない。個人による執筆希望ももち
ろん歓迎する。また執筆者にはできるだ
け今年の総会（7月）で大筋を報告してい
ただき，その報告をもとにして何人かの
人にコメントをつけていただく。

5）第一回以来の総会の報告者とテーマの
一覧，創刊以来の『統計学』の総目次を
載せる。

6）年内の刊行を目標とする。原稿締切は
8月末日。」

⑸　補足的コメント  本論執筆者では第一世
代はコメントにまわり（統計教育など他に論
者が不足している場合など一部は石倉など第
一世代が担当した），さらに第二世代－50歳
前でも山田（耕）会員はコメント担当であった
し，広田純会員は専ら編集作業を担当して執
筆者にはなっていない。全体として各世代が
登場しているという点で，当時の研究会のか
なりのエネルギーが結集されていたとみうる。
その中で，第二世代を執筆の中心に据えると
いう意見がある中で，第三世代ないし第四世
代にあたる（一部20代をふくめて）30代の若
手にかなりの主要テーマの執筆を委ねている
点は，大胆な方針をとったといえるだろう。
　さて，この記念号第1集はどのような意味
を持ったか。これは世にかなり広く受け入れ
られた。2刷りに進み，印刷部数も3,600に
及んだという。まず，木村太郎会員の言をひ
いてみる。「この記念号出版の意義は，基本
的に経統研内部における研究成果の総括とい
う点にあったのであるが，結果的には“社会
科学としての統計学”に対する世間一般の関
心を喚び起し，ひいては同調者層の拡大に大
きく役立ったのである。この記念号出版の対
外的な影響効果は，経統研会員の間では必ず
しも充分に評価されていないようであるが，
当時『社会科学としての統計学なるものが，
どんな内容と問題を持つものかが，はじめて
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よく解った』といった賛辞や同調の声を少な
からずきくことができた。しかもそれらが，
外部の社会科学者や官庁統計家層の人々から
のものだっただけに殊更力強く感じたもので
ある」5）。
　これを，全体的評価として良いかどうかは
わからない。しかし，筆者にとってはサーベ
イと総覧的な文献リストが，その後，大変重
宝であったし，戦後統計学の一端を探るには
今でも役に立つ。現在，古本でも入手は困難
である。

３．研究会から学会へ（1984年）

⑴　記念号第1集が出版されて8年後の1984
年の全国総会時の会員総会において，経済統
計研究会は，「経済統計学会」へと名称変更し，
一定の組織替えをした。この転換は，学会の
歴史をふりかえってみて，ひとつの注目点で
あろう。この変更は，外的には学術会議の活
動への参加の条件としての学会要件の要請，
内的には，学会化を望む会員の動向とに規定
されていた。この改革によって，対外的に会
を代表する者として代表運営委員というポス
トを設けられ，連絡先（事務所）を産業統計研
究社におかれた。この過程では学会化の是非
と，学会の名称を変更するかどうかの論議が
重なる。以下に示すように，学会名を付すこ
とを是とする意見と，これに反対ないし消去
的な意見があった。いずれも，経済統計研究
会の従来の活動の継承を重視することを共通
認識としながら，今後の発展をどうはかるか
－変質への危惧と，研究活動の発展により多
くを求める－に関しての意見の違いがあった
とみてよいだろう。
⑵　時代と学会周囲の状況。1960年代初め
からの中ソ対立，1960年代半ばから1970年
代前半にいたる中国の文化大革命，79年の

ソ連によるアフガン侵攻，東欧の民主化の活
発化によって社会主義圏の停滞・揺らぎは明
確化する。ゴルバチョフ書記長の登場は84
年である。79年にはイランのホメイニ革命，
イギリスでのサッチャー首相の登場，80年
には米国のレーガン大統領の当選があった。
国内的には，高度経済成長は1974年の石油
危機とともに終わり，第三次産業のウエイト
が就業人口で半分を超え，経済のサービス
化・ソフト化が進み，雇用労働者の非正規化
も表れ始めた。79年4月の東京都知事選での
太田候補の敗北によって，いわゆる革新自治
体の後退が始まり，1982年に中曽根首相が
誕生し，政府の行革・臨調路線（第二［土光］
臨調）が本格化しつつあった。国際的・国内
的状況も複雑で，新しい構造への移行の時期
だったといえよう。
　経済統計学会と周囲の研究についてふれる
と，経済・社会構造における新しい傾向への
統計研究の対応が問われた。研究会において
も，SNAをふくめて国際統計や各国統計研
究がひろがり，統計環境の悪化や情報機器の
普及が広がりはじめ，統計環境・統計制度研
究の必要性が広い認識となった。理論的には，
制度研究の主張者であった大屋会員の所説へ
の賛成・摂取と批判がひとつの論点となって
いる。他方で，民主的改革の政策提起におい
て，計量モデルを使用するべきという論議が，
研究会会員を一部参加するグループから提出
された6）。これまで計量モデルへの批判的傾
向が大勢であった研究会においての論議の分
岐・多様化である7）。また機関誌『統計学』
出版を引き受けていた産業統計研究社から，
大屋・広田・野村・是永編著で，その他の研
究会メンバー16名を執筆者としてテキスト
（1984）『統計学』（テキスト）が出版されてい
る。
⑶　学会化への経過。まず，1983年の倉敷
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での総会での論議の結果，「学術会議の動向
に対応して，次年の総会で決定する」という
判断があり，関東支部運営委員会が各支部運
営委員会から経過報告や各支部の意向を集約
して1984年の総会に備えるものとされてい
た。1984年の総会時にも会員総会は第一日
から第二日へ継続開催となり，運営委員会は
前日と第一日の会員総会前，第二日の会員総
会前に開かれた。そして学会化が決定され，
その後の措置がはかられた。
　関係資料としては，関東運営委員会からの
発信と各支部運営委員会からの返答，そして
1984年総会時の記録文書はほぼ存在する。
この中で学会化決定後の1984年9月付け「『経
済統計学会』への名称変更等第28回総会で
の決定についてのお知らせ」（経済統計学会
全国運営委員会）のみが活版印刷であり，そ
の他は，手書きをコピーしたものである。ち
なみに，筆者の記憶では，一般利用者向けワー
ドプロセッサー専用機（文豪ミニ，3.5インチ
フロッピー使用）は，1985年に登場し，1980

年代半ば以降にデスクトップ・コンピュータ
（PC98シリーズ）でワープロ（一太郎：5イン
チ）が使用されはじめたかと思う。多くの文
書は事務を統括していた筆者の手書きをコ
ピーあるいは青焼きしている。内容の重複は
あるが，学術会議の状況も示しており，2005

－6年における学術会議会員選挙方式の変更
との対比にも役立つので，引用していく。
⑷　以下にその要点部分を示す諸資料によっ
て会員の対応を筆者なりにまとめると，いわ
ゆる第一世代は，学術会議会員であった高木
会員は学会化の強い支持者であったが，他の
会員は，あるいは消極的だが異論はとなえず，
若い世代にまかせる，というスタンスであっ
た。第二世代のうち関東の有力会員は当初，
現行どおりか，一歩ひいても社会経済学会案
は守りたい意向であったようだ。他方でこの

世代にも学会化支持はあった。第三世代以下
にも，逡巡する部分はわずかにあったが，特
に運営委員層は強く学会化支持であり，さら
に若い層になれば一層支持は強かったろう。
この第一世代が抱いた危惧は記念号第 2集
（1986）の末尾の「『経統研』30周年を迎える
に当たって」の第一世代のメンバーによる寄
稿に，また記念号第3集の第6部におけるい
わゆる第二世代のメンバーの自由論題的寄稿
に一部の意向が示されている。1986年10月
の会員数は213名であった。

【資料3－1】　「経済統計研究会」の学会化に
向けての第 1次案  関東支部運営委員会
（83.12.28）
「Ⅰ．経過等。

1．年来の学会化を求める意見と学術会議
の会員選定方式の変更（選挙方式から学
会・研連推薦方式へ）の動きがあって，
1983年7月の全国運営委員会・総会の際
に，「学会化を求める強い意見があった
ことを考慮しながら，諸動向に注意を払
いつつ，次の総会（1984年）で最終決定」
することになり，関東運営委員会が検討
素材を用意することが決定しました。

2．その後，12月はじめに変則的な国会
の情況下，学術会議法改定案は参議院を
通過・成立いたしました。これによって
現学術会議会員の任期が1年半延期され，
その間，この会員によって会員推薦方式
の検討が行われる運びになっています。
学術会議は84年1月18～20日に臨時総
会を開いて，改定法成立後の体制づくり
を行い，4月総会，10月総会を通じて，
会員推薦方式の具体化をはかろうとして
います。学術会議の反対意見をおしきっ
ての法案成立であっただけに，今後の体
制と推薦方式の決定までには紆余曲折が
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予想されますが，大きな方向としては「学
会・研連推薦方式」に変化はなかろうと
見込まれます。

3．学術会議にかかわっての「学会」とは，
学会の要件①代表者，②恒久的な事務局
所在地の明確化，③機関誌の定期発行，
であり，これらの要件を満たしたうえで，
学会としての届出をすることです。
　さらに，経統研がこのように学会化し
た場合，直ちに学術会議会員を推薦でき
るとは限らないことにご注意下さい。ⅰ
会員数210名を1～7部とさらに各部の
中の専門分野にどう割り振るか（現在，
経統研関係は，第3部①経済学，②経営・
商学，③経済統計学のうち③に属してい
ます。部と専門についての組みなおしの
可能性もあります－），ⅱまたこの定員
に対応しての推薦母体の学会の強弱をど
う評価・順序づけるか，に依存するから
です。ⅱにおいては会員規模が中心基準
になることが予想され，経統研（200名）
は小規模といえます。

4．以上の諸点を考慮に入れて，次のⅡの
「提案趣旨と改定内容」の第1次原案を
提起します。ご検討下さい。各支部から
の意見をうけて，調整し，再度はかると
いう形で，84年総会に向けての原案を
かためていきたいと考えています。

Ⅱ　「経済統計研究会」の学会化へ向けて
〈趣旨〉今次の学術会議法改定はいくつかの
問題をふくむと考えるが，学術会議が，今
後も日本の文教政策（海外交流，研究費配
分等）に関与する学術研究者の期間である
以上，会員選出その他を通じて，経済統計
研究会も連携をもつことが望ましい。この
ための手だては具体的には「学会」の要件
を作り上げることである。学術会議をめぐ
る動きとは別に，数年来，経済統計研究会

の学会化を求める声があり，総会にはから
れたこともあった。
　このときの否定論と賛成論（筆者注  次
項Ⅲ  参考・検討点参照－），そして上述
の学術会議関連の動向に鑑み，学会化に向
けて次のように会則を変更したい。
〈改訂内容〉

1．会則の変更
新第5条　本会に代表運営委員を1名お
く
新第6条　本会の事務所を産業統計研究
社におく
旧6条→新7条  （中略－以下順に旧9条
→新10条まで，数送り）

2．内規
〈代表運営委員について〉
①　「代表運営委員」とは，学会要件の
代表者にあたる
②　代表運営委員は全国運営委員会が総
会に推薦し，承認をうける
③　任期は2年とし，再任を妨げない
④　代表運営委員は，所属支部の運営委
員となり，全国運営委員となる。この
ため代表運営委員の所属支部の全国運
営委員数は，通常の数より1名プラス
となることがありうる。
⑤　会の対外的・対内的実質的権限は，
現行どおり，全国運営委員会ないし総
会におかれる。

〈事務所について〉
①　郵便等の連絡場所としての機能にと
どめ，実質的対応は，現行どおり，全
国運営委員会が担う。

Ⅲ　参考・検討点
1　以上，1，2の改訂にあたっての考え
方の基本原則は「実質には，最大限  現
行方式を維持し，形式的にだけ，情況に
対応する」におかれている。会名も「経
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済統計研究会」のままにすえおく。
2　前回の学会化賛成論は，会名を「学会」
とすることを含み
㋑　機関誌の論文が学会誌論文とカウン
トされない

㋺　参加学会名として経統研をあげられ
ない

㋩　学会旅費を請求できない
㋥　会員規模も大きくなったので学会と
し，この機会に会の運営を民主的なも
のにする

反対論は，
㋑　現行どうりで不都合はない。（上述
賛成意見の）㋑～㋩はマイナー

㋺　学会化によって，会長の選出その他
で，わずらわしいこと，官僚主義化が
おこる恐れがあり

㋩　参加規模者が増大して，肥大化し，
変質を来たす恐れあり

㋥　「日本統計学会」と並立するかたち
になって疎遠になる恐れ

3　今次の学会化にあたっては，
　上記反対論の㋩と㋥に留意する必要が
ある。㋩については，現行入会条件を維
持し，研究を活発化することに勤めれば
それでよいという考えに立つ。
　この点とは別に学術会議の会員推薦母
体として，規模が考慮されること（の可
能性）との関連で，将来会員増要請が出
てくるかもしれない　　原則として排
除
㋥同じく学術会議との関連で，他の社会
科学系学会を含めて，一定の連携の必要
が出てくることも考えられるので，「学
会化」の後も，適宜友好的に。

4　その他　会名を「学会」とすることあ
りうるか。

［筆者－以下，事務所等についてなどを略］」

【資料3－2】　抜粋。「『経済統計研究会の学
会化』の問題について－緊急提案」関東支部
運営委員会（1984.4.5）から。

1  前回文書配布囲碁の経過，2  提案， 

3  提案趣旨説明
「④の三  学会名称について
○83.12.28文書では，名称については，現
行どおり「経済統計研究会」のままとす
る，という提案をした。
○12月末と3月11日の関西支部運営委員
会ではこのさい「社会経済統計学会」と
してはどうかの意見が強かった。
○その後高木会員，是永会員の判断では，
学術会議との対応では，経統研は第3部
「経済学」の中（別紙『第3部』参照）の「経
済統計学」に位置づけられており，一定
の経過があるので，「社会」を付すとま
ずい，高木会員の見解では「経済統計学
会」名を具体化すべきということであっ
た。是永会員も学会名称とするなら「経
済統計学会」or「経済統計研究学会」
○学会名称については，これまでの長い議
論があり，学術会議への対応において，
決定的要件とは，当面見られない（高木
会員は学会名称の方が都合がよいという
判断）と考えられるので，しばらく留保
する。そして夏の総会の判断にゆだねる
ことにしたいが，状況に緊急性が生じれ
ば，改めてはかりたい。
○なお，3月30日，関東支部運営委員会で
は，「社会統計学」の立場からして，「社
会経済」の名称は捨てがたいなどの意見
も出ている。
⑤　提案が承認された次第，学術会議事務
局に説明する。提案に異論があり調整不
能の場合は順次持ち越し夏の総会まで」。

【資料3－3】　抜粋。全国運営委員会－会員



第26章　経済統計学会の歴史の四齣　　　337

総会提案資料  いわゆる学会化をめぐって－
No. 4（全国運営委員会各位（宛） 関東支部運
営委員会  1984.7.15）から。
「B　学会名称問題について

1　以前からの経統研を学会にしようとす
る動きと，今次の改定学術会議法下の会
員選出方式にかかわって，特に求められ
た学会化とには，名（称）と実（質）［ⅰ学
術会議の言う「登録学会要件」を整える。
ⅱ会の大規模化にそくして，会の運営等
に変更を加える］の両側面の変更が合意
されていた。

2　昨年（1983）総会での一定の検討と学
術会議法改定及びその後の動向に照らし
て，全国運営委員会レベルでとった処置
は上述中，実質のⅰについて学会要件を
整えるためのものであった。これによっ
て，各種の詳細な登録書類を用意する必
要があるとはいえ，登録学会要件は整え
たと考えられる。

3　以前からの学会化を求める動きの中
で，合意されていた「学会」名称採用と，
今次の学術会議がらみの動向のなかで，
全国運営委員会では，名称も学会とすべ
きと考えた。この場合，名称としては，
経統研の実質活動内容を示す「社会経済
統計学会」案と従来名称をうけつぎ，さ
らに学術会議動向をも考慮した「経済統
計学会」案とが検討された。
　7月21日，22日の全国運営委員会で，
いずれかに絞ることができれば，今次総
会での決定，あるいは学会登録時（9月
29日）までに決定としたい。」

⑸　名称変更決定時の総会の経過。これにつ
いて総会時の動きを筆者（関東支部のペー
パーワークを担当）が私的に記した「学会名
称採用決定への経過（後の歴史のためのメ

モ）」によって，個人名の一部の表示は避け
つつ，抜粋する形で追ってみよう。
（説明）【資料3－4】　「⑴7月22日総会前夜
の全国運営委員会（総評会館第5会議室：6

時分～8時30分）。座長は広田会員で，実
質的にも統括していた。ここでは，学会化
はほぼ一致していたが，その際の名称に関
して，経済統計学会と社会経済統計学会と
の2つの意見があった。学会化の承認には，
社会経済統計名が必要という強い主張があ
り，当初経済統計説であったが，「学会」
を最優先とするためには，社会経済でも良
いとの論議も出た。名称で一致しなければ，
来年度まわしであるというのが当初の考え
であったが，学会化には一致していて，経
済か社会経済かの対立で，次年度持ち越し
にするのかどうかが問題となったが，時間
切れになった。2次会があったが，そこで
は論議はされなかった。
⑵7月23日総会第一日昼に全国運営委員会。
朝の時点で，関西支部は「経済統計学会」
案にまとまっていた。広田会員は「学会名
称決定を第一義において，社会経済をひっ
こめる」という方向を用意していた。
　運営委員会では，広田会員から，統一した
案を運営委員会として提案する必要がある
として，経済統計学会案が出され，これを
了承。反対意見に対しては各運営委員が積
極的に説得すべきことが申し合わされた。
⑶会員総会。議長は広田会員で，名称問題に
関しては，第二～第三世代の有力な会員か
ら，①学術会議という外的条件に動かされ
ること，学会目あての者が多数加入して研
究会の変質をもたらす，会則検討の中で本
来主旨にも変更が加えられる怖れがある，
したがって現行経済統計研究会のままであ
るべき。②これまで「社会科学に基礎をお
く」という方法論の同一性，が維持されて
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きた。これに変質が加えられるおそれがあ
る。妥協しても「社会経済統計学会」であ
る。経済統計学というと狭い近経的なイ
メージでとらえられる危険がある。全会員
へのアンケートをとってはどうか，等の発
言があった。また運営委員の1人からのも
「意見統一に反するのだが」として，「社会
経済統計学会案」がだされた。これに対し
て広田，伊藤，木下からの説明があり，最
後に広田会員が「説明によっても反対論者
において意見の変更がないならば，重要な
問題であるので，結論はださない。全国運
営委員会で取り扱い方をはかり，改めて総
会（継続）に提起する」，として総会は閉じ
られた。これに対応して24日昼休みに運
営委員会，午後冒頭に継続の会員総会があ
ることが予告された。

⑷7月24日昼  全国運営委員会。広田会員か
ら「再提案して，ひきつづき反論があれば，
本年決定を見送る。うらみっこなしにする」
の提案。異論なし。

⑸会員総会（午後1時5分～15分）。広田議長
から「長い経過があり，学術会議がひとつ
の契機となっている折，ここで決着をつけ
たいというのが運営委員会の意向である。
『経済統計学会』の承認か，これへの強い
異論が引き続きある場合には来年送りにす
る。昨日異論を提出した人も，ひとまず意
見を表明し危惧がどこにあるかかが伝えら
れたということで，再度の異論提出は控え
るということにしていただければ有難い」
という旨のかなり強い形での提起があった。
会場からは意見がなかったので「それでは，
支持されたことと了解して，決定としたい。
これに伴って，会則の一部が変更される」
旨を宣言して総会は終了した。前日の有力
な異論提出者は欠席するか発言を控える形
をとった。

【資料3－5】　抜粋。「『経済統計学会』への
名称変更等第8回総会での決定についてのお
知らせ  経済統計学会全国運営委員会  1984

年9月（全会員に配布）から。
「 4  会の名称を「経済統計学会」に変更す
ることが決定しました。名称問題は永くに
わたって懸案でした。このためとくにこの
件をめぐって全国運営委員会が，まず7月
22日，23日の両日にわたって総会への原
案を検討し，23日の会員総会に「名称を『経
済統計学会』に変更することを」を提案し
ました。これに対しては，学会名称を採用
することによって，会活動内容が変質する
ことへの危惧からする「現行名称存続」案，
また会の創立以来の目的に照らして活動内
容が変質することへの「社会経済統計学会」
案が提出されました。これをめぐって運営
委員側から，会の目的は，研究と活動をこ
の目的にそって活発にする各自の努力に
よって継承されるべきこと，また統計学創
刊の辞，会則にうたう会の目的に変更を加
えるものではないこと，「経済統計」の名
称を引き継ぐことは妥当であると考えると
の説明があり，討議となりました。そして
運営委員会としてもこの件は慎重に扱うべ
きものとの判断から，再度全国運営委員会
を開き，24日の継続会員総会に改めては
かることとされました。24日には全国運
営委員会から，原案（経済統計学会案）につ
いてとくに異論がなければ決定したい，と
の提案があり，異論なしで，総会決定とな
りました。」

４．学会改革の推進（2000年以
降）

⑴　1985年の学会化の後，機関誌の大版化
が1988年の決定を受けてNo. 56から実現され，
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1987年にレフェリー制度が整備された。機
関誌掲載の論文については，それまで編集委
員会が論文を査読していたが，2名のレフェ
リーの審査を受けて，編集委員会が判断をす
る体制を明確にしたのであった。その後，
1995年に記念号の第3集が発行された。この
間，会員数は300名の手前まで増加していた。
会員数の増加の下で，学会事務の増大と会員
の顕在的・潜在的要求に応えるための学会の
組織体制の見直しの論議は継続していた。学
会改革が加速したのは，2000年代に入って
からと見うるかと思う。1990年代後半以降
のこの時期には，学会創設に名を連ねた第一
世代は多く逝去されていた。第二世代メン
バーについてみれば，少数のベテラン会員の
熱心な会活動への参加はあったが，多くは学
会活動の第一線からは離れられていた。
　以下の⑶に示す改革は，基本的には，第一
に，会員構成の世代的変化，また統計学非専
攻会員の参加などの変化を経て，学会の創設
期と第一・第二世代メンバーを知らない会員
が増える中で，統計研究の深化・普及と他方
で実質諸科学や実際界での統計をふくむ関連
諸問題を受け止めながら研究活動を活性化す
ること，第二に，学会の活動が会員に対して
だけでなく，対社会的にも透明性を持ち，重
要・有効なことをアピールすること，をめざ
していた。そしてこの具体策は，国内の隣接
諸学会で1990年代に進められた改革や1990
年代に経済統計学会からも参加者が増加した
ISIや IAOSをはじめ国際学会の組織や研究総
会の持ち方（効率的で内容が濃い場合がある）
から学びつつ提起された。
⑵　経過的には以下のようになる。「学会化」
の際の申し合わせによって，代表運営委員の
仕事は，学会登録時に形式的にのみ会の代表
者となることと，全国総会の際に開かれる全
国運営委員会と会員総会の議長を務めること

であった。この議長役は実質的に重要なこと
もあったが，概していえば名目的であり，全
国運営委員会での論議と通常事務は，関東支
部事務責任者がその大半を担っていた。これ
に加えて，学会の中枢的機能の支部持ち回り
あるいは支部分担体制は，学会全体の運営へ
の確固とした責任体制としては幾つかの空隙
を持っていたというべきであろうか。2000
年の阪南大学で開催された第44回会員総会
で，以後2年間伊藤が代表運営委員を担うこ
とになったが，これに至る全国運営委員会の
論議においては組織的弱点があらわになって
いた。そこで，伊藤はこの運営委員会では，
代表運営委員として名目的存在としてとどま
るのでなく，実質的に学会改革に乗り出すこ
とを表明し，会員総会後の懇親会での挨拶で
もこの点を示唆した。
　改革は阪南大学の総会終了後，2000年末
から2001年9月の中央大学での第45回総会
に向けて準備された。関東の事務局担当の福
島会員によるこれまでの学会組織改革をめぐ
る整理文書に基づいて，関東支部運営委員会
が全国運営委員会に問題を提起し，各支部運
営委員会からの意見を受けて，論議を進める
形で進められた。その後，中央大学での全国
運営委員会と会員総会での論議と決定があり，
2002年9月の北海学園大学での第46回総会
に向けて更に論議が進行する。2002年の会
員総会で幾つかの組織改革の決定があったの
が第一段階である。この第一段階の改革の動
きは，『統計学』の総会記事，及び2001年総
会の決定を受けて発行されるようになった
『経済統計学会ニュースレター』の特に第1
号から第4号に記されている。この背後には，
特に2001年の総会に向けて，関東支部運営
委員会内部と各支部運営委員会から意見をふ
くめて長時間にわたる，そして一部には意見
対立をふくむ論議があり，連絡文書やメール
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はかなりの量にわたる。
　2003年以後，現在に至るまでは，実際活
動の中で，改革を一層具体化し，諸組織の関
係の明確化が進み，会則・内規その他が大幅
に変更される第二段階といえようか。代表運
営委員の会長名称，本部事務局が明示・設定，
全国運営委員の理事名称化，さらに編集委員
会規程の改訂・明確化，やホームページ管理
運営委員会規程の正式決定等々である。
　振りかえってみると，2000年の阪南大学
の全国総会は，18報告（討論者を除く）で参
加者86名であったのに対して，2001年の中
央大学の全国総会は，研究総会で平行セッ
ション方式が幅広く採用され，ジェンダー統
計セッションや保健・福祉セッションが新た
に設けられた。討論者を除く28報告があり，
参加者は133名（うち女性45名）であった。こ
の総会時には学会終了の翌日から法政大学多
摩キャンパスで2日間にわたって日中経済統
計学国際会議が開かれた。学会の懇親会には
中国側研究者も参加した。2002年の北海学
園全国総会は，さらに平行セッション方式が
強化され，報告者39名，参加者111名（うち
非会員7名）があった。その後の全国（研究）
総会は，外国からのゲストによるセッション，

共通論題セッション，あるいは記念講演が設
定される中，報告者数はほぼ30後半を数え
ている。この間，2000年6月の会員数が239
名（うち女性21名で8.1％）から，2002年9月
には314名（うち女性81名，25.8％）へと変化
した。（2000年代に入って年次が進むととも
に高齢会員の退会があり，これに2003年以
降は短期の会員の退会が重なっている）。
⑶　ここでは，学会改革に関わる問題を広く
見るために，2001・2002年の全国運営委員
会で提起された論点にそって一覧表にしてみ
る。全国運営委員会での論議のうちには，運
営委員会で決定し，会員総会に提起して承
認・決定を見込む事項と，近い将来，あるい
は長期の継続審議に委ねることを見込んだ事
項がある。また，2003年以降さらに改正さ
れたがここには記していない事項もある。

おわりに

　以上，約50年にわたる学会史のうちの四
齣をとりあげた。改めてこれらをふりかえっ
た個人的コメントを許していただきたい。
　第一に，特に会の創設前後をふりかえると
き，学会化直後の最初の代表運営委員を務め

事項（大） 内容 決定と具体化
1 会員，入会申
込書と入会承
認手続き

入会申込書 書式改訂 第45回総会で決定
手続き 支部承認で有効
会員資格① 無職者，高齢者優遇，除名規定 関西支部担当で1年間の検討による第45

回総会で決定
会員資格② 法人・団体，外国人会員 第46回総会で報告

2 名簿管理 一元的管理 各支部ではなく全国的一元管理とする 第45回総会で決定。法政大学日本統計研
究所で担当

3 学会連絡先の
固定

産業統計研究社から学会部署へ移動し
てできるだけ固定

第45回総会で決定。法政大学日本統計研
究所で担当

4 新しい活動 ニュース発行 学会執行部からの情報や研究総会や機
関誌発行事務の進捗度の通知や意見・
情報交換に必要と考えられた

発行要領（案）。第45回総会で発行を決定。
ニュースレター担当委員選定の上，No. 1
を2002月1月12日に発行

ホームページ構
築

学会の存在・活動内容を会員のみなら
ず国内外に公開するための手段とする

第45回総会で承認。検討・準備グループ
たちあげ－掲載内容予告
2002年8月10日オープン。運用規定（案）。
第46回総会時全国運営委員会に提起
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部会設置 研究分野が多様化する中で，問題別に
関心のある会員が部会に集って研究を
深め，情報を交換し，その成果を研究
総会に反映することが望まれた

部会設置に関する申し合わせ（案）提起。
第45回総会で承認。日中統計，ジェンダー
統計，生活・健康統計，ミクロ統計の 4
部会発足（02年 3月まで）学会ニュース
No. 2で部会設置手続き（案）。

5 これまでの懸
案

業績一覧 会員の業績を会員が相互に知り合う必
要に照らして，過去に記念号以外の時
期にも業績リストを作成する試みがし
ばしばあった。これをどうするかの問
題である

会費変更 運営委員会，編集委員会，プログラム
委員会などがの設置等により役員の旅
費一部補助をふくむ経費の増大の中で
野会費値上げの必要

第47回総会で6,000円から8,000円に値上
げ

6 総会の持ち方 総会内容 共通論題，特定テーマ，自由論題セッ
ションの設定とセッション平行方式の
採用

開催支部の運用で，平行セッション方式
は第44回総会で一部実施され，第45回総
会以降に本格化した。

プログラム委員
会

全国プログラム委員会による企画へ。
プログラム企画と開催担当者との分離

第46回総会で承認

ゲスト・非会員
報告者の処遇

研究総会を内容豊富にするため共通論
題と個別セッションで非会員のゲスト
を招くことの是非と条件

第46回総会時運営委員会に提起

7 統計学編集体
制

編集体制 地域バトンタッチ型から恒常的編集委
員会型へ

第47回総会で承認

審査基準等の明
確化

第47回総会時運営委員会に提起

紙面改善 第47回総会時運営委員会に提起
運営委員・役
員体制

運営委員数
諸役員と事務局
等の機能分離と
連携の明確化

8 支部連合から
全国組織へ？

全国運営委員会
その他役員・委
員会等
役員選出方法 第47回総会で承認

会費と会計方
式

会費変更
会計方式 各支部会計への納入という従来方式を

一元化方式とする
9 他学会，政府
統計家との協
力・連携の強
化

特に，日本統計学会への参加・協力・
連携

10 国際交流 会員の海外交流者の紹介と公式交流の
模索。ISI－IAOSへの少なくない会員
参加・発表がある。SCORUSとの連携
もある

この改革論議以前から継続していた日中
経済統計学会議が，日中統計研究部会が
所管することになり，学会の形式的バッ
クアップを得る形になった

11 学会名称 「日本」 第45回総会で，英文表記の改訂方向を決定。
運営委員会での検討によって，2002年に
決定。Japan Society of Economic Societyを
機関誌に記載

「社会経済」 取り上げている問題が経済に限らず広
く社会問題に及んでいるという学会創
設以降の論議。学術会議の研連等との
関連で，変更しないできた

12 会則・内規の
改定・設定

会則改定 上述の諸改革に伴って関連条項の追
加・改訂

第46回総会以降ほぼ継続

内規や運営規則 上述の諸改革に伴って関連規定（案）の
提起・確認等

第46回総会以降ほぼ継続
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られた喜多克己会員の記念号第2集の「刊行
のことば」の一部を想い起こしたい。「『経済
統計研究会』は，あの忌まわしい大戦争の中
を生きぬいた先輩の方々の学問的情熱と批判
的精神がエネルギーとなって，1953年に創
立された。草創のころの理想と活気は，年と
ともに失われがちになるのが世の常であり，
われわれのもっとも心しなければならないこ
とである。……」8）。
　第二に，創刊のことばや会則にこの学会が
よってたつものとして表明している「社会科
学」の内容の理解について。まず，社会科学
に関しては，先にふれたように社会「諸」科
学とするべきという論議があったが，この社
会科学の内容についての論議はない。そこで
字義どおりに解釈すれば，自然科学を基礎に
する統計学，言い換えると数理統計学ではな
いということを意味する。そして確かに，歴
史的に，日本統計学会がドイツ社会統計学の
流れのもとに成立していたし，経済統計研究
会は，いわゆる推計学の数理形式主義への厳
しい批判をふくみながら，政府統計が抱える
統計調査や統計制度の諸問題そして労働統計
などを中心とする社会分析への大きな関心に
促されて，政府統計関係者をふくめて創設さ
れた。そして創設以来，その会員の拠ってた
つ経済理論は多様であったといえる。
　とはいえ，この研究会創設期以降の活発な
会員の多くのよって立つ経済学は，濃淡の差
はあれ，マルクス経済学であり，その傾向は，
階級構成分析が盛んであった1960－70年代
に特に強く，1980年代近くまで影響は大き
かったといえる。学会員による任意のグルー
プやテキストではマルクス経済学を前提する
ものもあった。この中で，会則にいう「社会
科学」とは「マルクス経済学」であるとする
表明する者もいた。しかし，会はその創設以
降，非マルクスの会員を増やしていたし，『統

計学』掲載論文や総会での研究発表では，マ
ルクス経済学とは無関係のものもあった。こ
れは，（社会）統計研究が，統計数理の方法や
政府による統計調査（生産）過程の現実やこれ
を支える統計制度等について，その論理や事
実関係を正確に把握することが大前提となり，
そこでの研究成果が求められていたからだろ
う。事実把握の上で，これをどう評価するか
において，説得力（理論の深さ）が問われる。
社会主義陣営と呼ばれていたソ連邦が崩壊し，
中国が「市場社会主義」の道を進む中で，マ
ルクス主義の相対化が進み，マルクス学派の
中でのマルクス理解や限界付けも多様である。
更に，そもそもマルクス経済学をふくむ経済
学がこれまで主なテーマとしなかった地球環
境問題や無償労働・NPO・NGOさらにはボ
ランティアその他が，社会の存続・発展に不
可欠な柱や要因として論じられるのが現代で
ある。ここでは，マルクス主義に部分的ある
いは全面的に依拠する論議と非マルクス的論
議の相互間や，経済学以外の広い潮流との間
で，それぞれの理論と実証の力量が問われる。
そしてこのことは，諸論議が共存しての競い
合いと論争を求めているといえる。
　ここで，再度，記念号第2集から木村太郎
会員の言を引用しよう。「繰り返すようであ
るが，社会科学としての統計学は，決して経
済統計のみを対象とするものではない。法律，
行政，社会学，社会衛生学，歴史研究等広汎
な社会科学諸領域と交渉を持つものである。
経統研の研究活動の経済学分野偏重が過ぎれ
ば，社会科学としての統計学の裾野を自ら狭
めるものといわなければならない。とはいえ
そのことは，経済学専攻の統計学者に，他の
社会科学分野の統計研究をやるべきだという
ことではもちろんない。社会科学としての統
計学に賛成する諸他の社会科学分野の人々に
対して，経統研の窓口を広げる努力をもっと
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積極的にしなければならないというだけのこ
とである」9）。これは大学をふくむ教育にお
ける「社会科学としての統計学」の締め出し
を強く危惧しながらの言である。
　第三に，本稿がとりあげたこの時期までの
学会の活動を省みると，さらに補っておくべ
きいくつもの点がある。①政府と地方の統計
家との深い交流がある。会員の中に政府統計
家出身者（統計委員会時代の関係メンバーや
元統計局長や基準部出身者）を多数持ち，ま
た特に関東支部例会では，政府統計家からの
報告を年に数回をお願いしてきた。また地方
統計家との交流や懇談会は関東，関西，九州
にわたって折々に行われてきた。②統計の国
際交流がある。③統計学周辺の社会科学系諸
学会との相互交流がある。④本稿では，研究・
活動内容には立ち入らなかったが，この間，
主要な論点・争点の推移があり，最終的な整
理は棚上げの問題もかなりある。ⅰ統計的推
論，特に標本調査法の位置づけ，ⅱ計量経済
学あるいは確率的手法の評価と位置づけ，
ⅲ統計学について社会科学であることを前提
した上での学問的性格論　社会科学方法論
説，統計対象説，統計制度論的理解，実質統
計学説など　，ⅳこれ関連して蜷川統計学
の評価－統計的法則論の位置づけが関わる，
ⅴ第二義統計（業務統計）論，ⅵ統計制度研究，
ⅶ国民所得・国民経済計算の位置づけ，ⅷ
CPI・生計費指数論，ⅸ階級構成表や剰余価
値計算などの組み換え計算，ⅹ地方統計論，
ⅺ統計教育，等々である。同時に研究会会員
は，統計研究以外に，中央や地方で労働組合
運動や市民運動との連携の下に統計の批判や
利用の活動にも従事した。10年ごとの記念
号が，これらを振り返っているが，通観して，
どうみるかについては，集団的な作業，そし
て特に，多様な立場からの多様な論評が必要
になってくるだろう。

　第四として最後に，この原稿を執筆するた
めに資料を振りかえる中で，学会改革に従事
した2年間の任期を終える時点でのニュース
レターNo. 4（2002年8月8日）に記した文章を
発見した。思いは今も変わらないので，これ
を引用して，むすびとさせていただく。
　「ふりかえると，『経済統計研究会』（「経統
研」として馴染まれた）という名称を持った
時代と比べてこの学会がおかれている状況は
大きく違います。一方では国際的な統計学界
が取り上げるにいたった環境，人権，男女平
等，貧困の克服等の課題，他方では自らが生
活している地域の経済や生活基盤の崩壊を防
ぎ，持続的発展をめざすという課題を深くき
ざみこむ必要をもち，批判だけでなく代替案
の提起を求められて，既に着手されています。
また組織的には，会員数が大きく異なり，新
しい入会者を迎える等の下では，旧来の狭い
仲間関係や意識から脱して，会の組織を制度
的に明確化し，会の運営を内外に対して透明
なものにする必要があります。この場合，め
ざす方向は，新しい会員や若い会員が，国内
外の他の多くの学会や活動経験で常識と考え
ていることを配慮し，会員相互の論議が活性
化する方向であろうと思います。勿論，支部
連合という本学会のユニークな長所（と短所）
を考えながらです。……代表運営委員として
は，組織改革は速やかに済ませ，研究内容を
時代に対応して多様，かつ充実したものにし
たいと考え，このための環境づくりとしての
組織改革にこの2年間努めました。順次着手
されていること，また運営委員会で提起され
ていることで，組織的な主要問題の多くはと
りあげたかと考えています。この学会の運営
と研究・論議の発展に関して，若い世代の進
出を期待したいと思います」
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注

1．三潴「小史」には歴史の本格的編集の必要を痛
感すると述べ，そのために少なくとも以下の資料，
すなわち，1）各支部の研究活動史及び史料，2）全
国総会の史料，3）各支部所属会員の年々の名簿，4）
『統計学』創刊号からの再版をふくむバックナン
バーの整備等，が必要としていた。このうち，①
第1回海員総会共通論題，報告および討論要旨「日
本の現段階における統計学の基本問題」，②統計学
の創刊号～3号（版を縮小）は，それぞれ復刻された。
さらに③「第1～34回経済統計学会全国プログラム」
が1981年7月に発刊され，その後『増補版』が，
第1～34回（1990年）までに拡大され，また特に，
第1回会員総会討議資料をふくめて1991年10月に
発行されている。

2．当時の統計事情に関しては，①大橋隆憲（1959）
「日本における統計研究の発達，現状，課題」（『現
代統計思想論』有斐閣，第Ⅳ章に所収）と②特に
p.201の一連の文献が重要，③日本統計研究所編
（1960）『日本統計発達史』東京大学出版会，④大橋
隆憲（1965）『日本の統計学』法律文化社，⑤大屋祐
雪（1974）「社会統計」（第三部  統計学）日本経済学
会連合会編『経済学の動向  上』，⑤工藤・大屋・
山田・森（1993）「官庁統計制度と統計調査の現状」
『日本統計学会誌』（学会活動60周年記念事業－統
計学の現段階の展望）第22巻第3号，⑥次項3の文献，
⑦広田純（1976）「推計学批判と社会統計学」竹内啓
編『統計学の将来』第2章，などが参考になる。

3．日本統計学会の創立50周年の事業として西平重

喜氏を代表者として，1980～83年に科学研究費プ
ロジェクトとして行われた日本の統計学会の創設
期から第二次大戦前後に研究をされた統計関係者
へのヒアリング『日本における統計学の発展』に
おいて経済統計研究会創設期のメンバーが対象に
なっている。青盛和雄（第11巻），高木秀玄（24），
正木千冬（25），丸山博（29），安藤次郎（32），上杉
正一郎（37），米沢治文（38），坂本平八（48），大橋
隆憲（51），木村太郎・内海庫一郎（53－54）。聞き
取りなので，年次等の記憶間違いがあったりするが，
クロスチェックをするならば，重要な史料である。
『統計学－社会科学としての統計学  第2集［創刊
30年記念号］』（1986年）での創立当初の思い出記。
その他に，三潴信邦（1982）「正木さんを偲ぶ」『統
計学』第43号他の『統計学』での追悼文，個人的
な思い出書き，あるいは追悼文集，さらに広くは，
日本の統計関係者の回想の書などもある。

4．木村太郎（1976）「社会科学としての統計学の擁護
のために」『統計学No. 49・50合併号  社会科学と
しての統計学  第2集［創刊30年記念号］』，p.402。

5．同上  p.399

6．置塩信夫・野沢正徳編著（1983）『日本経済の数量
分析』大月書店

7．この時期の問題意識等は，記念号第2集，特に
第5章「統計学の今後の課題」の伊藤，浜砂，川
口の論を参照。

8．喜多克己（1976）「刊行のことば」『統計学
No. 49・50合併号  社会科学としての統計学  第2

集［創刊30年記念号］』
9．木村太郎，前掲，p.402。
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　2003年6月23日に岩井浩代表運営委員より，『統計
学』創刊50周年記念号の発行に向け委員会を設置す
るので内諾をいただきたいとの要請があり，表記メ
ンバーが委員候補に指名された。記念号発行をこれ
までもっぱら担ってきた伊藤陽一会員が加わらない
で発行できるのかと不安であったが，全員ともかく
了解をした。
　そして，2003年9月14日の第47回全国総会（於；
松山大学）にて『統計学』創刊50周年記念号編集委
員会が正式に設置された。この時点では，まだ切迫
感もなく比較的のんびりしたスタートとなった。
　しかし，よく考えてみると，創刊50周年という節
目の記念号である。しかも，21世紀に入って最初の
記念号である。そうなれば，単に10年間の総括をす
るというだけでなく，創設以来半世紀の総括をしな
ければならないのではないか。半世紀の総括をする
ということは，次の半世紀に向かう方向を確立しな
ければならないのではないか。そのように考えると，
身が引き締まるというよりは，気が重くなる一方で
あった。
　それでも，ともかく動き出すには話し合う以外な
いと考え，立教大，神戸大で3度ほどの会合を重ね，
2004年9月4日の第5回委員会（於；花巻市大沢温泉）
でようやく原案らしきものに到達することが出来た。
長時間にわたる議論の末の原案作成であり，会場と
もどもなつかしく思い出されるところとなっている。
　この原案作成に向けて，記念号作成に関する会内
アンケートを実施した。また，会員業績リストを作
成し，執筆者への便宜を図る用意もした。発行形態は，
会員の執筆機会が減じることのないよう，合併号と
せず単独号とすることとした。経費捻出のため，継
続的な積み立てもすることとした。
　こうした議論を経て，2004年9月11日の第48回全
国総会（於；熊本大学）において，編別構成ならび
に発行計画が決められた。そして，その後ただちに，
執筆依頼を行うこととなった。

　3集までは，「統計学の学問的性格」をトップに据え，
方法論的問題を踏まえながら各論へと入る構成がと
られてきた。しかし，今回は，これを全体のまとめ
の位置に移し，「社会科学としての統計学　その今
日的課題　」を第1部に据えることとした。ここには，
本学会としての研究蓄積が十分でないところも含ま
れる。しかし，一歩踏み出そうと考えたわけである。
　また，統計改革の議論が同時進行となったため，「統
計作成と統計制度をめぐる新たな展開」を第2部に
据え，その新たな動きを追った。その上で，第3部
に「統計利用をめぐる諸問題」を取り上げ＜統計解
析＞ならびに＜個別領域＞の統計を取り上げた。こ
こはこれまでの構成と同様となっている。
　記念号3集以降の本学会内の新たな動きに，研究
部会の設置がある。今回は「部会における研究の成
果と課題」を新たに取り上げた。部会の充実が期待
される。そして，最後に設けたのが「社会科学とし
ての統計学　その伝統と継承　」である。半世紀の
成果を継承しながら一歩を踏み出したいという思い
からである。
　執筆会員には，2005年9月3・4日の立教大学での
第49回全国総会でご報告いただいた。そこでフロアー
から出された意見を踏まえて再執筆された論文がこ
こに収められている。今回は次代を担う若手会員に
大胆なまでの執筆要請をした。それが負担になった
ことは想像に難くない。しかし，彼らはこの要請に
応えてくれた。
　この委員会は本号の発行をもって解散するが，こ
れらの会員を含めた若い世代の会員がこの後，第5集，
第6集と節目節目の号を重ね，「社会科学としての統
計学」を点検し，前へと進めてほしい。その担い手
として，若い会員に多くを期待したい。

2006年7月　　
『統計学』創刊50周年記念号編集委員会

（菊地　　進）

記念号編集委員会（支部順，50音順）
木村　和範（北海道支部），岡部　純一（東北支部，現関東支部），菊地　進，坂田　幸繁，
森　博美，山田　満（以上，関東支部），小川　雅弘，金子　治平，藤岡　光夫，光藤  昇
（以上，関西支部），西村　善博（九州支部）

編 集 後 記



朝　倉　啓一郎 （流 通 経 済 大 学）
井　口　泰　秀 （愛 知 大 学）
池　田　　　伸 （立 命 館 大 学）
泉　　　弘　志 （大 阪 経 済 大 学）
伊　藤　国　彦 （兵 庫 県 立 大 学）
伊　藤　陽　一 （法 政 大 学）
岩　井　　　浩 （関 西 大 学）
岩　崎　俊　夫 （立 教 大 学）
上　藤　一　郎 （鈴 鹿 国 際 大 学）
大　井　達　雄 （藍 野 大 学）
大　西　　　広 （京 都 大 学）
岡　部　純　一 （横 浜 国 立 大 学）
小　川　雅　弘 （大 阪 経 済 大 学）
小野寺　　　剛 （法 政 大 学・ 非 常 勤）
香　川　文　庸 （京 都 大 学）
金　丸　　　哲 （鹿 児 島 大 学）
金　子　治　平 （神 戸 大 学）
菊　地　　　進 （立 教 大 学）
木　村　和　範 （北 海 学 園 大 学）
坂　田　幸　繁 （中 央 大 学）
佐　藤　智　秋 （愛 媛 大 学）
佐　野　一　雄 （福 井 県 立 大 学）
芝　村　　　良 （日 本 大 学）
杉　橋　やよい （お茶の水女子大学）
田　浦　　　元 （拓 殖 大 学）
長　澤　克　重 （立 命 館 大 学）
長　屋　政　勝 （京 都 大 学）
西　村　善　博 （大 分 大 学）
濱　砂　敬　郎 （九 州 大 学）
廣　嶋　清　志 （島 根 大 学）
福　島　利　夫 （専 修 大 学）
藤　井　輝　明 （大 阪 市 立 大 学）
藤　江　昌　嗣 （明 治 大 学）
松　川　太一郎 （鹿 児 島 大 学）
水野谷　武　志 （北 海 学 園 大 学）
御　園　謙　吉 （阪 南 大 学）
光　藤　　　昇 （松 山 大 学）
村　上　雅　俊 （関西大学・大学院生）
森　　　博　美 （法 政 大 学）
矢　野　　　剛 （徳 島 大 学）
山　田　　　茂 （国 士 舘 大 学）
山　田　　　満 （高崎商科大学短大部）
吉　田　　　央 （東 京 農 工 大 学）

執筆者紹介
（50音順，所属は2006年7月1日現在）
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